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参議院決算委員会において、平成18年6月7日、国家財政の経理及び国有財産の管理に関

する調査のため、会計検査院に対し、政府開発援助の無償資金協力及び技術協力における

契約入札手続等について会計検査を行い、その結果を報告するよう要請することが決定さ

れ、同日参議院議長を経て、会計検査院長に対し会計検査及びその結果の報告を求める要

請がなされた。これに対して、会計検査院は、同月8日、検査官会議において本要請を受諾

することを決定した。そして、当該要請により実施した会計検査の結果については、19年

10月17日に、会計検査院長から参議院議長に対して報告を行ったが、技術協力を中心に各

府省、独立行政法人国際協力機構及び各府省庁が所管する公益法人を対象として引き続き

検査を実施して、その検査の結果については、取りまとめが出来次第報告することとした。

本報告書は、上記の引き続き検査を実施することとしたものに係る会計検査の結果につ

いて、会計検査院長から参議院議長に対して報告するものである。

平 成 2 0 年 1 0 月

会 計 検 査 院
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第1 検査の背景及び実施状況

1 検査の要請の内容

会計検査院は、平成18年6月7日、参議院から、国会法第105条の規定に基づき下記事

項について会計検査を行いその結果を報告することを求める要請を受けた。これに対し

同月8日検査官会議において、会計検査院法第30条の3の規定により検査を実施してその

検査の結果を報告することを決定した。

一、 会計検査及びその結果の報告を求める事項

（一）検査の対象

内閣府本府、警察庁、金融庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、

厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、独立行政法人国際

協力機構、各府省が所管する公益法人

（二）検査の内容

我が国政府開発援助における無償資金協力及び技術協力において被援助国が実

施する施設の建設や資機材の調達等の契約についての次の各事項

① 契約の競争性・透明性の向上に向けた我が国援助実施機関の取組の状況

② 落札率の状況

（予定価格、入札、落札、不落随契等契約の状況）

また、18年6月15日の参議院決算委員会理事会で、「国会法第105条に基づく会計検査

院に対する検査要請（18.6.7）について」として、

① 技術協力については、我が国援助実施機関が実施する、海外での施設の建設や海外

向けの資機材の調達等の契約

② ベトナムにおける、ベトナム交通運輸局第18事業管理局（ＰＭＵ１８）が関係する

我が国の政府開発援助

の両事項が含まれることが確認され、報告については、19年次及び20年次に行うよう求

めることとされた。

会計検査院は、これを受けて、19年次は、無償資金協力において被援助国が実施する

施設の建設や資機材の調達等の契約及びベトナム交通運輸局第18事業管理局（ＰＭＵ１

８）が関係する我が国の政府開発援助について検査を実施し、報告することにした。ま
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た、20年次は、技術協力において被援助国が実施する施設の建設や資機材の調達等の契

約及び我が国援助実施機関が実施する海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等

の契約についてそれぞれ検査を実施し、報告することにした。

2 前回の会計検査の実施状況

上記の要請等により実施した19年次の会計検査の結果については、19年10月17日に、

会計検査院長から参議院議長に対して報告した（以下、この報告を「19年報告」という。）。

そして、19年報告の検査の結果に対する所見において、会計検査院としては、20年次

は、技術協力を中心に、内閣府本府、警察庁、金融庁、総務省、法務省、外務省、財務

省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省の各府省

庁（以下「13府省庁」という。）、独立行政法人国際協力機構（Japan International

Cooperation Agency。以下「ＪＩＣＡ」という。）及び各府省が所管する公益法人を対

象として引き続き検査を実施して、その検査の結果については、取りまとめが出来次第

報告することとした。

3 政府開発援助（ＯＤＡ）の概要

政府開発援助は、政府又は政府の実施機関によって開発途上国又は国際機関に供与さ

れるもので、開発途上国の自助努力を支援し、経済及び社会の発展並びに福祉の向上に

役立つことを目的として行う資金及び技術の提供による協力である。

これを形態別に分類すると、二国間援助と国際機関に対する出資、拠出とがあり、こ

のうち二国間援助には贈与である無償資金協力及び技術協力並びに政府貸付である有償

資金協力がある（図1参照）。

図1 政府開発援助の分類
無償資金協力

贈 与
技 術 協 力

二 国 間 援 助

政府開発援助 政府貸付 有償資金協力

国際機関に対する出資、拠出

このうち、技術協力は、開発途上国の経済及び社会の開発の担い手となる人材を育

成するため、我が国の有する技術、技能、知識を開発途上国に移転するなどし、技術

水準の向上、制度・組織の確立・整備等に寄与するものである。具体的には、開発途

上国の技術者や行政官等に対する技術研修の実施、専門的な技術や知識を有する専門

家やボランティアの派遣、技術移転に際して必要な機材の供与等がある。外務省は各
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府省庁等が実施する技術協力の調整等を行い、ＪＩＣＡは技術協力の実施に当たり中

核的な役割を果たしている。

政府開発援助に係る19年度一般会計予算の額は、図2のとおりである。

図2 政府開発援助に係る19年度一般会計予算の額
(単位：億円)

無償資金協力 1861

贈与 4831
政府開発援助 二国間援助 技術協力 2970

7293 6421
政府貸付 1591 有償資金協力 1591

国際機関に対する出資、拠出 872

(注)技術協力2970億円には、予算科目に政府開発援助の名が冠されない「私立
大学等経常費補助金」が含まれている。

4 技術協力の概要

(1) 技術協力における外務省の役割

外務省設置法（平成11年法律第94号）は、外務省の任務を、平和で安全な国際社会

の維持に寄与するとともに主体的かつ積極的な取組を通じて良好な国際環境の整備を

図ること並びに調和ある対外関係を維持し発展させつつ、国際社会における日本国及

び日本国民の利益の増進を図ることと定めている。そして、外務省は、その任務を達

成するため、政府開発援助全体に共通する方針に関する関係行政機関の行う企画の調

整や、政府開発援助のうち技術協力に関する関係行政機関の行う企画及び立案の調整

に関する事務等をつかさどることとされている。また、外務省は、定期的に「技術協

力連絡会議」を開催するなどして、技術協力に関する関係行政機関の行う企画及び立

案の調整を行っている。

(2) 13府省庁による技術協力

13府省庁は、それぞれの予算により技術協力を実施している。技術協力のうち主な

ものは、外国人留学生、技術研修員等の受入事業や専門家の派遣事業等である。

外務省によると、13府省庁は、政府開発援助大綱（平成4年6月30日閣議決定。15年

8月29日改定閣議決定。）等が定める範囲を超えないところで、13府省庁の設置法等

に規定されている政策を実現するために、所掌事務の範囲内で独自の事業を国際協力

として実施しているとしている。

19年度の一般会計により実施された13府省庁の政府開発援助のうち、技術協力に係

る予算額及び決算額は、表1のとおりである。なお、厚生労働省は、国立高度専門医
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療センター特別会計（19年度予算額7億2998万余円）及び労働保険特別会計（労災勘

定同444万余円及び雇用勘定同6億9521万円）によっても技術協力を実施している。

表1 19年度一般会計による13府省庁の技術協力の予算額及び決算額
（単位：円）

府 省 庁 名 当 初 予 算 額 歳出予算現額 支 出 済 額

内閣府本府 37,399,000 37,399,000 18,062,989

警 察 庁 29,926,000 29,926,000 25,774,477

金 融 庁 60,643,000 60,643,000 50,309,387

総 務 省 768,996,000 761,130,000 741,765,947

法 務 省 342,158,000 340,678,000 331,873,574

外 務 省 220,790,170,000 228,079,921,000 223,786,259,829

財 務 省 1,662,301,000 1,485,483,000 1,080,817,320

文部科学省 37,406,594,000 37,279,707,911 37,026,494,599

厚生労働省 1,208,222,000 1,208,222,000 1,195,495,730

農林水産省 2,682,138,000 2,682,138,000 2,667,690,680

経済産業省 26,025,208,000 25,149,440,000 23,996,195,568

国土交通省 680,166,000 680,166,000 661,776,523

環 境 省 66,943,000 66,943,000 61,177,730

計 291,760,864,000 297,861,796,911 291,643,694,353

(3) ＪＩＣＡによる技術協力

ＪＩＣＡは、独立行政法人国際協力機構法（平成14年法律第136号）に基づき、条

約その他の国際約束に基づく技術協力等の実施機関として、開発途上にある海外の地

域に対する技術協力の実施等に必要な業務を行い、もってこれらの地域の経済及び社

会の発展又は復興に寄与し、国際協力の促進に資することを目的として設立されてい

る。そして、ＪＩＣＡは、その目的を達成するために、技術協力の手段として技術研

修員受入、専門家派遣、機材供与等を実施している。

このうち、技術研修員受入は、開発途上国の中核的な役割を担う行政官や技術者、

研究者等を研修員として我が国に招き、それぞれの地域で必要とされている知識や技

術に関する研修を行うものである。専門家派遣は、開発途上国の協力の現場に我が国
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の専門家を派遣して、その地域の行政官や技術者と一緒に、その地域の実情に即した

技術の開発、普及を行うものである。機材供与は、開発途上国からの要請に基づき専

門家が技術を移転し、普及させるに当たって必要な機材を相手国に供与するものであ

る。

なお、これら三つの手段による協力は、在外公館を通じて要請書が提出されること

により行われている。

19年度のＪＩＣＡの予算額及び決算額は、表2のとおりである。

表2 19年度のＪＩＣＡの予算額及び決算額
（単位：円）

支出区分 予算額 決算額

一般管理費 11,981,138,000 12,288,636,548

業務経費 144,281,987,000 143,589,533,582

うち国・課題別事業計画関係費 4,906,259,000 4,818,843,464

技術協力プロジェクト関係費 79,751,816,000 80,706,977,843

フォローアップ関係費 1,608,413,000 1,435,753,519

無償資金協力関係費 4,517,626,000 3,864,135,008

国民参加型協力関係費 26,117,286,000 25,694,299,918

海外移住関係費 489,702,000 476,289,763

災害援助等協力関係費 800,000,000 489,029,598

人材養成確保関係費 3,282,605,000 3,161,366,089

事業評価関係費 811,488,000 607,998,564

事業附帯関係費 7,976,060,000 8,404,582,543

事業支援関係費 14,020,732,000 13,930,257,273

施設整備費 1,615,851,000 1,040,984,763

受託経費 2,989,625,000 2,560,286,883

寄付金事業費 20,000,000 96,675

計 160,888,601,000 159,479,538,451

専門家が技術移転を行うのに必要な施設の建設や資機材の調達等は、表2の支出区分

の業務経費のうち、技術協力プロジェクト関係費807億0697万余円及びフォローアップ

関係費14億3575万余円、計821億4273万余円の中から行われる。しかし、その内訳とし

ては技術研修員や専門家の旅費、滞在費等が大きな比重を占めている。

(4) 各府省が所管する公益法人による技術協力

13府省庁から19年度に補助金、委託費の交付を受けて技術協力を実施した公益法人

数及び交付額を府省庁別に示すと、表3のとおり、10省が所管する延べ78法人が補助
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金103億4218万余円、委託費26億7497万余円の交付を受けている。

表3 平成19年度に補助金、委託費の交付を受けて技術協力を実施した公益法人数及
び交付額

（単位：法人、円）

補助金 委託費
府省庁名

公益法人数 交付額 公益法人数 交付額

内閣府本府 - - - -

警 察 庁 - - - -

金 融 庁 - - - -

総 務 省 2 76,237,417 - -

法 務 省 1 49,883,500 - -

外 務 省 7 220,916,413 3 1,221,352,000

財 務 省 - - 1 27,636,069

文部科学省 4 240,510,000 4 68,824,637

厚生労働省 4 238,949,000 4 461,704,751

農林水産省 10 1,803,854,000 6 255,833,653

経済産業省 6 7,564,459,783 15 495,106,856

国土交通省 4 147,374,830 5 129,729,609

環 境 省 - - 2 14,786,000

計 38 10,342,184,943 40 2,674,973,575

5 検査の観点、着眼点、対象及び方法

(1) 検査の観点、着眼点及び対象

会計検査院は、20年次は、13府省庁、ＪＩＣＡ及び各府省が所管する公益法人を検

査の対象とし、前記のとおり、我が国政府開発援助における技術協力において被援助

国が実施する施設の建設や資機材の調達等の契約及び我が国援助実施機関が実施する

海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等に係る契約について検査した。

そして、契約の競争性・透明性の向上に向けた我が国援助実施機関の取組の状況に

ついては、合規性、経済性、効率性等の観点から、我が国援助実施機関は契約の競争

性・透明性を向上させるためにどのような取組を行っているかなどに着眼して検査し

た。

また、落札率の状況（予定価格、入札、落札、不落随契等契約の状況）については、

合規性、経済性、効率性等の観点から、我が国援助実施機関は契約に当たり会計法令

等を遵守して予定価格を設定しているかなどに着眼して検査した。

(2) 検査の方法

会計検査院は、13府省庁及びＪＩＣＡに対して、技術協力を実施する根拠法令、政
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府開発援助のうち技術協力に係る15年度から19年度までの予算額及び決算額、該当す

る契約の有無等について報告を求めた。また、13府省庁に対して、所管する公益法人

が補助金、委託費の交付を受けて技術協力を実施した15年度から19年度までの実績等

について報告を求めた。一方、計算証明規則（昭和27年会計検査院規則第3号）に基

づき13府省庁及びＪＩＣＡから提出された証拠書類等により、上記の契約の状況等に

ついて報告内容を確認した。

そして、会計検査院は、13府省庁、ＪＩＣＡ及び各府省が所管する公益法人が15年

度から19年度まで（ＪＩＣＡについては独立行政法人化された15年度下半期から19年

度まで）に、海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等を行うために締結した

契約2,510件を分析した。その内訳は、ＪＩＣＡが締結していた契約2,343件と農林水

産省が所管する公益法人である財団法人海外漁業協力財団が締結していた契約167件

である。

上記の契約について、ＪＩＣＡ及び財団法人海外漁業協力財団から契約内容に関す

る調書を徴して、基礎資料の提出を受けるなどして検査した。

会計検査院は、本件事案の検査において、在庁して関係書類の分析等の検査を行っ

たほか、84.2人日を要して、外務本省、ＪＩＣＡの本部及び12在外事務所並びに財団

法人海外漁業協力財団に対する会計実地検査を行った。

第2 検査の結果

1 技術協力の実施状況

(1) 13府省庁による技術協力

13府省庁が15年度から19年度までに実施した技術協力の概要を整理して示すと、巻

末別表1（50ページ）のとおりとなっている。

13府省庁による技術協力において、資機材を含む物品を調達していた契約はあった

が、これらはいずれも我が国国内において使用に供されているものであり、被援助国

が実施する施設の建設や資機材の調達等の契約や13府省庁が実施する海外での施設の

建設や海外向けの資機材の調達等の契約は見受けられなかった。

(2) ＪＩＣＡによる技術協力

ＪＩＣＡが15年度から19年度までに実施した技術協力の主な事業実績は、表4のと

おりとなっている。
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表4 ＪＩＣＡの主な事業実績

年 度 平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

技 術 協 力 経 費 実 績 1416億円 1506億円 1539億円 1512億円 1461億円

技術研修員受入数（新規） 16,277人 20,089人 24,504人 30,334人 22,247人

専門家派遣数（新規） 2,946人 4,340人 3,488人 4,541人 5,948人

技術協力プロジェクト件数 299件 370件 578件 715件 748件

（注）「国際協力機構年報」による。

ＪＩＣＡは、前記三つの手段を組み合わせて一つのプロジェクトとして実施する技

術協力プロジェクト等において、海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等を

実施する契約を締結していた。

(3) 各府省が所管する公益法人による技術協力

各府省が所管する公益法人は、国から補助金、委託費を受けて、技術協力として各

府省の所管に係る技術を移転するための調査研究等を実施しており、これらの公益法

人に対する15年度から19年度までの補助金、委託費の交付状況を13府省庁別に整理し

て示すと巻末別表1のとおりになる。

このうち、海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等の契約を締結している

公益法人は農林水産省が所管する財団法人海外漁業協力財団のみであり、同財団は水

産庁から毎年度補助金の交付を受けて、補助事業として技術協力を実施している。（3

8ページ参照）。

2 契約の競争性・透明性の向上に向けたＪＩＣＡの取組の状況

(1) ＪＩＣＡによる技術協力プロジェクトの実施手順等

ＪＩＣＡによる技術協力プロジェクトの実施手順は、図3のとおりである。
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図3 ＪＩＣＡによる技術協力プロジェクトの実施手順

ＪＩＣＡは、開発途上国の政府の要請にこたえるため、開発途上国等に供与する目

的で、図3のとおり、ＪＩＣＡ自らの予算により海外での施設の建設や海外向けの資

機材の調達等を実施する契約を多数締結している。一方、ＪＩＣＡによる技術協力に

おいては、ＪＩＣＡの予算により被援助国が契約の主体となって施設の建設や資機材
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の調達等を実施する仕組みになっていないため、被援助国が実施する施設の建設や資

機材の調達等に係る契約はないことになる（表5参照）。そして、15年度下半期から1

9年度までについて検査したところ、そのような契約は見受けられなかった。

表5 ＪＩＣＡによる技術協力における施設の建設や資機材の調達等の契約の有無

施設の建設 資機材の調達等

被援助国が実施 ＪＩＣＡが実施 被援助国が実施 ＪＩＣＡが実施

× ○ × ○

また、施設の所有権は、現地で施設を建設後、施設が相手国に引き渡された時点で

相手国政府に移転されることになっている。供与機材の所有権は、本邦調達の場合は、

供与機材が相手国の港に到着した時点で相手国政府に移転されることになっている。

一方、現地調達の場合は、供与機材が相手国に引き渡された時点で相手国政府に移転

されることになっており、その際、ＪＩＣＡは相手国政府から受領書を受け取ること

になっている。

(2) ＪＩＣＡにおける調達の体制

ＪＩＣＡは、独立行政法人国際協力機構組織規程（平成16年規程（総）第4号）に

より、その組織及び事務の分掌を定めている。

同規程によると、本部においては、調達部が技術協力事業等に係る資機材等の購入、

賃貸借、輸送等の契約に関する事務を行うこととされている。また、在外事務所は、

調達部が行う事務のうち一部の事務を行うこととされている。そして、調達部は、自

ら本邦で調達する分の資機材の調達等を実施するほか、在外事務所が現地で調達する

分の資機材の調達等に対して必要な支援を行っている。調達部の職員のうち、入札か

ら契約に至る調達業務に精通していて資機材の調達等の事務に直接携わっている職員

の数は限られているため、ＪＩＣＡは関連公益法人である財団法人日本国際協力シス

テム（Japan International Cooperation System。以下「ＪＩＣＳ」という。）に機

材調達支援業務を委託している。一方、海外での施設の建設に関する事務は、公共政

策、地球環境、農村開発等の特定分野の課題に関する事務をつかさどる各課題部が分

掌するとされている。

このように、ＪＩＣＡは、海外での施設の建設と海外向けの資機材の調達等を一元

的に管理する体制を採っていない。
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ＪＩＣＡは、以前、技術協力は我が国が有する技術を移転するものであるから、技

術協力で使用する資機材については、我が国で調達された我が国の製品を充てるとの

考えから、本邦調達を中心にしていた。そして、現地調達を行うための条件が備わっ

た在外事務所が、価格比較をした上で本部から承認された場合に限り現地調達を行っ

ていた。しかし、ＪＩＣＡは、15年10月の独立行政法人化後は、現場主義をＪＩＣＡ

改革の大きな柱として掲げ、開発途上国の要望に的確かつ迅速に対応するために、ま

た、維持管理、アフターケア等を容易にするために、16年10月から、現地に代理店が

ない場合や特注品等を調達する場合を除き、資機材の調達等を原則として現地調達と

することとし、その契約件数を増やしている。

在外事務所で入札や契約の事務に携わる職員は、在外事務所に異動する直前に調達

事務に関する事項を含む赴任前研修を受けるものの、多くの場合、在外事務所に着任

して初めて入札や契約に関する事務に携わることになるため、それらの事務に不慣れ

な者が多く、また、赴任地によっては、英語ではなく、フランス語、スペイン語等に

よる対応が求められることもあることから、調達事務は在外事務所にとって大きな負

担になっている。そのため、ＪＩＣＡは、ＪＩＣＳに機材調達支援業務を委託し、「現

地調達支援」として、「現地調達手続支援」及び「在外調達支援調査（出張型）」の

二つの支援業務を実施させ、在外事務所の支援を行わせている。ＪＩＣＳにおいて、

「現地調達手続支援」は仕様書作成、入札図書案作成、入札評価支援及び契約手続支

援を行うことを主な業務内容としており、「在外調達支援調査（出張型）」は支援要

員を在外事務所に派遣して企業情報調査等の機材調達支援を行うことを業務内容とし

ている。

このように、ＪＩＣＡ本部においては、調達業務のうち多くの事務をＪＩＣＳに任

せることができるが、在外事務所においては、ＪＩＣＳの支援は受けられるものの、

事務所職員自らが入札や契約に関する事務を行わなければならないのが実態である。

(3) ＪＩＣＡにおける契約入札手続等

本邦調達及び現地調達の入札契約の手順は、図4のようになっている。
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図4 本邦調達及び現地調達の入札契約の手順

ＪＩＣＡは、独立行政法人国際協力機構会計規程（平成18年規程（経）第3号。以

下「会計規程」という。）により、会計機関の設置、契約の方法、予定価格の設定方

法等を定めている。
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同規程によると、会計機関の一つとして、契約その他収入又は支出の原因となる行

為を担当する契約担当役が設けられており、本部においては財務部担当理事が、また、

在外事務所においては当該事務所長がその任に当たっている。そして、契約担当役は、

理事長が支出予算示達書により財務部担当理事に示達した支出予算の範囲内において

契約その他支出の原因となる行為を行うこととされている。

ＪＩＣＡにおいて売買、賃貸借、請負その他の契約を締結する場合は、指名競争契

約又は随意契約をする場合を除き、すべて公告して一般競争に付さなければならない

とされている。そして、契約の性質又は目的が一般競争に付するに適さないとき、一

般競争に付することが不利と認められるときなどの場合は指名競争入札に付すること

ができるとし、会計規程に定める基準額を超えないときや外国で契約するときなど一

定の要件を満たした場合は、随意契約によることができるとされている。

また、契約担当役は、契約を締結しようとするときは、あらかじめ当該契約に係る

予定価格を、当該契約事項に関する仕様書、図面、設計書その他の事項に基づき、契

約価格の総額について設定しなければならないとされている。この予定価格は、契約

の目的となる物件又は役務について取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、数量

の多寡、履行期間の長短等を考慮して、適正に定めなければならないとされている。

そして、随意契約の場合で予定価格が500万円を超えない工事、製造、加工、修理又

は物件の購入のときなどは、予定価格の設定を省略することができるとされ、競争入

札に付する場合を除き、理事長が予定価格の設定を要しないと認めたものについても、

予定価格の設定を省略することができるとされている。

さらに、特例として、海外の会計機関において、所在国の法令、慣習等により会計

規程により難い事情がある場合は、理事長の指定により、又は理事長の承認を受けて

会計規程と異なる処理をすることができるとされている。

なお、ＪＩＣＡは、政府が策定した独立行政法人整理合理化計画において、19年度

中に随意契約限度額を国と同額の基準に設定するよう措置することが定められたこと

に伴い、会計規程等を改正し、20年1月1日から、随意契約の場合で予定価格の設定を

省略できる契約を、250万円を超えない工事又は製造をさせるとき、160万円を超えな

い財産を買い入れるときなどに改めた。

(4) 契約の競争性・透明性の向上に向けた取組の状況

ア 見積競争方式の導入
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現地調達においては、契約担当役である在外事務所長が当該国の現地法人と契約

を締結することになる。しかし、ＪＩＣＡによると、国によっては入札の方法が異

なっていたり、入札という考え方自体が商慣習として存在していなかったりするな

どの事情があり、開発途上国における調達環境等は我が国と大きく異なっていると

している。そのため、すべての在外事務所で一律に一般競争入札等を行うことが困

難なことから、随意契約にせざるを得ない場合が多いが、そのような場合でも可能

な限り価格競争性を高めた方法を採用するように努めることとしている。

そして、16年1月に、調達部長は「随意契約における見積競争方式の導入につい

て」の通知を発し、見積競争方式が導入された。この通知によると、見積競争方式

とは、見積依頼書において価格競争であることを明示するとともに、見積書提出期

限を提示し、見積書提出期限後に見積書を一斉開封する方式であると定義している。

見積競争方式には見積提出者の選定方法の違いにより、後記の契約競争参加有資格

者を対象に、ホームページ、掲示等の方法により公告し見積提出者を募集する一般

見積競争と、ＪＩＣＡにおいて複数者を見積提出者として指名する指名見積競争の

二つの方法がある。このうち、指名見積競争の適用範囲は、在外事務所における機

材調達に係る随意契約案件で、指名見積競争を行うことが可能なときなどとしてい

る。

ＪＩＣＡは、指名見積競争が入札会を省略するものであることから随意契約に分

類しているが、実質的には競争入札と同等の効果があると説明している。指名見積

競争の具体的な手順は、図5のようになっている。

図5 ＪＩＣＡにおける指名見積競争の手順

見積依頼 業者の決定 契約 支払

仕 予 見 見 見 見 仕 契 契 案 立 検 支
様 定 積 積 積 積 様 約 約 件 会 査 払
書 価 書 書 書 書 書 業 締 実 検 調
作 格 提 依 依 一 の 者 結 施 査 書
成 の 出 頼 頼 斉 確 の 場 を
設 期 業 開 認 決 所 作
定 限 者 封 定 へ 成
設 選 納
定 定 入

イ 調達研修会等の実施

ＪＩＣＡ本部は、18年12月に、調達業務の更なる強化とコンプライアンスの保持
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やサービスの向上を目指して、在外事務所からの入札等に関する質問に答えられる

体制を調達部内に整えた。そして、本部は、メキシコとケニアに設置された地域支

援事務所と共催で域内の在外事務所の職員や現地採用職員を対象にした調達研修会

を開催し、調達情報の共有化を図るなどしている。ＪＩＣＡは、このような研修会

は、現地採用職員同士が相互に連絡を取り合える体制作りにも寄与しているとして

いる。

ウ 業者登録簿の整備

ＪＩＣＡが15年10月から19年3月までの中期目標を達成するために定めた独立行

政法人国際協力機構中期計画によると、調達業務に関して、一般競争入札を既に導

入済みの国内に加え、現地商慣習の異なる在外事務所においても、複数業者から見

積りを徴し、価格競争を原則とすることなどにより、機材の調達業務の透明化・適

正化に努めること、引き続きホームページを通じ公示、入札結果等の調達関連情報

を迅速に公表し、透明性の確保を図ることなどが記述されている。

ＪＩＣＡ本部は、本邦で資機材の調達等を行う際に、予定価格が500万円を超え

る場合は、原則として一般競争入札を行っており、その入札に参加を希望する者は、

ＪＩＣＡに契約競争参加者資格登録を行わなければならないとしている。この契約

競争参加者資格登録は、業者に全省庁統一資格審査結果を申告させ、その結果通知

書に記載されている地域、資格種類、営業品目及び等級をそのまま登録し、一般競

争入札や指名競争入札等に活用する制度である。

また、ＪＩＣＡ本部は、16年10月1日に、在外事務所に対して「海外の会計機関

における機材調達に係る内規の制定について」の通知を発し、在外事務所が資機材

の調達等を行う際は、競争性の確保の観点から、随意契約を行う場合であっても、

より競争的な方法を採用するように内規を定め、これに基づき契約を行わせること

としたため、在外事務所は「機材調達に係る内規」を定めている。

しかし、同内規に基づき、業者登録制度を設けることとしているのに、業者登録

簿を整備して業者登録を行っていた在外事務所は、全55在外事務所のうち約3割に

相当する17在外事務所となっていた。

なお、被援助国の中には民間企業の活動が制限されているところがあり、そのよ

うな国においては財務諸表等に基づく格付けや登録は困難かつ信頼性が乏しいた

め、同内規により過去の取引実績を基にした「名簿」の作成をもって登録に代えて
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いる在外事務所もある。

エ 入札関連情報等の公表

ＪＩＣＡは、本邦調達による海外向けの資機材の調達等については、6年度から、

毎週水曜日に、本部に設置されているＪＩＣＡプラザで一般競争入札を実施する案

件の入札説明書を機材仕様明細書とともに公示しており、同じ情報をホームページ

でも公表している。また、過去2年間の公示と業者選定の結果をホームページで閲

覧できるようにもしている。さらに、従来からの公示に加えて、18年度からは、競

争性を高める観点から、半期ごとに「海外向け資機材本邦調達（一般競争入札案件）」

の実施予定案件を公表している。

一方、現地調達については、13年9月から、予定価格1000万円以上の資機材を価

格競争により調達しようとする場合は、競争性の確保等の観点から、調達案件の概

要を事前に公表している。

また、ＪＩＣＡは、他の契約の予定価格が類推されるおそれがあるとして、予定

価格を公表してこなかったが、随意契約の見直し計画の一環として、20年4月から、

本邦調達のうち競争に付した案件及び一部の随意契約案件について、他の契約の予

定価格が類推されるおそれがある場合等を除き、同年1月分までさかのぼり、契約

締結後72日以内に予定価格を公表している。また、現地調達のうち競争に付した案

件及び一部の随意契約案件について、同様に20年1月分までさかのぼり、各四半期

ごとに取りまとめ、各四半期後72日以内に予定価格を公表している。

3 ＪＩＣＡにおける落札率の状況（予定価格、入札、落札、不落随契等契約の状況）

ＪＩＣＡが実施する技術協力においては、近年、在外事業強化の一環として、地域

住民の生活を改善したり、新しい技術を実証したり、パイロット事業を実施したりして

いる。このため、海外で施設を建設する機会が増加している。また、ＪＩＣＡは、我が
（注）

国から海外に派遣された専門家が被援助国事業実施機関のカウンターパートに対して技

術指導を行う際に使用する資機材を多数調達し供与している。

（注） カウンターパート 技術協力のために派遣され専門家等と行動を共にし、
技術協力を受ける相手国側の技術者等

ＪＩＣＡは、会計規程により、契約担当役が契約を締結しようとするときは、200万

円を超えない契約をするときなどを除き、契約書を作成しなければならないとしている。

ＪＩＣＡが海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等のために締結した契約のう
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ち、200万円を超える契約件数及び契約金額は、表6のとおりとなっている。

表6 海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等の契約件数、契約金額等
（単位：件、円）

19年度における施設の建設と資機材の調達等の契約金額の合計額は30億7081万余円で

あるが、契約件数、契約金額ともに資機材の調達等が大部分を占めており、また、前記

の技術協力プロジェクト関係費及びフォローアップ関係費の合計額821億4273万余円の

3.7％を占めるにすぎない。

施設の建設は、現地調達によってのみ行われており、技術協力プロジェクトにおいて、

専門家が技術移転を行うのに必要な建物等を建設するものであって、15年度から19年度

までの契約額11億2697万余円を99件で除して算出した1件当たりの平均契約額は1138万

余円である。

表6の海外向けの資機材の調達等の契約2,244件を現地調達と本邦調達に分けると、表

7のとおりとなっている。ＪＩＣＡは、前記のとおり、在外事務所等による現地調達の

割合を増やしてきたとしており、17年度以降はその件数の割合は8割を超えている。

表7 現地調達、本邦調達別の海外向けの資機材の調達等の契約件数、契約金額等

（単位：件、円）

資機材の調達等について、本邦調達と現地調達の1件当たりの契約金額を比較すると、

表8のとおりとなっている。

表8 資機材の調達等の1件当たりの契約金額等
（単位：円、倍)

件数
(A)

件数
割合
(A)/(E)

金額
(B)

金額
割合
(B)/(F)

件数
（C）

件数
割合
（C)/(E)

金額
（D）

金額
割合
(D)/(F)

件数
(E)

金額
(F)

15 22 5.1% 260,384,303 6.3% 405 94.8% 3,841,566,308 93.6% 427 4,101,950,611
16 30 6.3% 192,059,717 3.7% 446 93.6% 4,922,283,183 96.2% 476 5,114,342,900
17 11 2.3% 133,936,388 2.7% 467 97.6% 4,658,293,268 97.2% 478 4,792,229,656
18 20 3.2% 198,164,957 4.0% 604 96.7% 4,731,565,176 95.9% 624 4,929,730,133
19 16 4.7% 342,431,030 11.1% 322 95.2% 2,728,383,347 88.8% 338 3,070,814,377
計 99 4.2% 1,126,976,395 5.1% 2,244 95.7% 20,882,091,282 94.8% 2,343 22,009,067,677

年度
(平成)

施設の建設(現地調達） 資機材の調達等（本邦調達＋現地調達） 計

件数
(A)

件数
割合
(A)/(E)

金額
(B)

金額
割合
(B)/(F)

件数
（C）

件数
割合
（C)/(E)

金額
（D）

金額
割合
(D)/(F)

件数
(E)

金額
(F)

15 100 24.6% 1,680,141,311 43.7% 305 75.3% 2,161,424,997 56.2% 405 3,841,566,308
16 103 23.0% 2,252,930,233 45.7% 343 76.9% 2,669,352,950 54.2% 446 4,922,283,183
17 82 17.5% 1,777,047,242 38.1% 385 82.4% 2,881,246,026 61.8% 467 4,658,293,268
18 63 10.4% 801,076,950 16.9% 541 89.5% 3,930,488,226 83.0% 604 4,731,565,176
19 49 15.2% 786,936,650 28.8% 273 84.7% 1,941,446,697 71.1% 322 2,728,383,347
計 397 17.6% 7,298,132,386 34.9% 1,847 82.3% 13,583,958,896 65.0% 2,244 20,882,091,282

計現地調達
年度
(平成)

本邦調達

年度(平成） 15 16 17 18 19 15～19
本邦調達 (A) 16,801,413 21,873,109 21,671,307 12,715,507 16,059,931 18,383,205
現地調達 (B) 7,086,639 7,782,370 7,483,755 7,265,227 7,111,526 7,354,606
倍率（A)/(B） 2.37 2.81 2.89 1.75 2.25 2.49
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本邦調達の平均契約金額は、現地調達の平均契約金額のおおむね2倍以上であり、本

邦調達において比較的高額な契約を締結している。このことについて、ＪＩＣＡは、車

両、コンピュータ等はん用性の高い機材を現地調達し、現地調達できない高度な分析機

器・医療関係機材等を本邦調達しており、その結果として本邦調達の平均契約金額が現

地調達よりも高額になっていると説明している。

(1) 予定価格

ＪＩＣＡは、前記のとおり、会計規程において、契約を締結しようとするときは、

一定の条件に該当する場合を除き、予定価格を設定しなければならないとしている。

そこで、ＪＩＣＡが15年度下半期から19年度までに締結した海外での施設の建設や

海外向けの資機材の調達等の契約計2,343件について、予定価格を設定していたかど

うか検査したところ、表9のとおりとなっていた。

表9 予定価格の設定状況 （単位：件)

本邦調達による資機材の調達等に係る契約397件のうち、318件（80.1％）は予定

価格が設定されており、75件は予定価格の設定が省略できるものであったが、4件

は海上輸送費に係る契約で予定価格の設定状況が確認できなかった。

現地調達による施設の建設に係る契約99件のうち、78件（78.7％）は予定価格が

設定されており、20件は予定価格の設定が省略できるものであったが、1件は書類

の所在が不明となっていて予定価格の設定状況が確認できなかった。

現地調達による資機材の調達等に係る契約1,847件のうち、1,039件（56.2％）は

予定価格が設定されており、751件は予定価格の設定が省略できるものであったが、

32件は現地の商慣習等の理由により予定価格が設定されておらず、25件は予定価格

の設定状況が確認できないものなどであった。そして、予定価格が設定されていな

かった32件の中には、会計規程に基づく事務手続をとることなく予定価格の設定を

省略しているものが見受けられ、これは、在外事務所の特殊事情を考慮しても適切

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
78 78.7% 318 80.1% 1,039 56.2% 1,435 61.2%
20 20.2% 75 18.8% 783 42.3% 878 37.4%

省略可 20 20.2% 75 18.8% 751 40.6% 846 36.1%
未設定 0 － 0 － 32 1.7% 32 1.3%

0 － 4 1.0% 18 0.9% 22 0.9%
1 1.0% 0 － 7 0.3% 8 0.3%
99 100.0% 397 100.0% 1,847 100.0% 2,343 100.0%

施設の建設 資機材の調達等
計

現地調達現地調達 本邦調達

計

有

予定価格の設定

無

設定状況不明
書類所在不明
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とは認められない。

ＪＩＣＡは、前記のとおり、会計規程において、理事長の承認を受けるなどの事

務手続をとることにより予定価格を省略したり、会計規程と異なる処理をしたりす

ることが可能であるので、会計規程の特例等を機動的、弾力的に運用するなどして

事務処理を適切に行う必要があると認められる。

上記について事例を示すと、次のとおりである。

＜事例1＞

Ａ事務所は、平成17年度に、マスメディアを通じた保健医療プロジェクトのための

ミニバス2台を指名見積競争（随意契約）により調達している。ミニバス2台の調達契

約の契約金額は、調達前の実施決裁の段階で500万円を上回ることが予想されたことか

ら、会計規程等に基づいて予定価格を設定の上、指名見積競争を行うべきであったの

に、Ａ国においては参考見積書を出すという商慣習がなく、参考見積書の入手が極め

て困難であり、実際に業者が事前の参考見積りに応じなかったため、予定価格を設定

しないまま指名見積競争を行っていた。しかし、同事務所は、理事長の承認等の会計

規程に基づく事務手続をとることなく予定価格を省略していた。

ア 施設の建設の契約に係る予定価格

ＪＩＣＡが在外事務所において施設の建設を行う場合は、予定価格の基となる設

計金額を被援助国の事業実施機関が算定したり、事業実施機関の体制が整っていな

い場合は在外事務所がコンサルタントと締結した設計及び施工管理に係る業務実施

契約によりコンサルタントが算定したりしている。

しかし、会計検査院が会計実地検査を行った在外事務所において、施設の建設の

契約に係る予定価格の算定方法が在外事務所によって区々となっており、被援助国

の事業実施機関に相当程度の能力があっても、コンサルタントと契約して設計、積

算を行わせる在外事務所がある一方、コンサルタントと契約することなく、自らが

予定価格を算定している在外事務所があった。

在外事務所の調達に携わる職員や現地採用職員の多くは、技術的な知識を有して

いないため、設計や積算の妥当性を確認したり、適正な予定価格を作成したりする

在外事務所の体制は、必ずしも十分でないと思料された。
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上記について事例を示すと、次のとおりである。

＜事例2＞

Ｂ事務所は、平成17年度に、保健医療プロジェクトの一環として、医療施設の建設

工事(木造2階建て、延べ床面積約700㎡)に係る契約を指名競争入札により締結し、207,

600米ドルで実施している。

同事務所は、当該施設の計画を策定した際に、被援助国事業実施機関が本件工事の

詳細設計図面を作成していたこと、当該施設の建設費の概算額が20万米ドルと比較的

安価であったことなどから、設計、施工管理等の業務をコンサルタントに委託する必

要はないと判断した。

そして、同事務所は、予定価格の算定に当たっては、資料に基づいた詳細な積み上

げによる積算を行うことなく、過去に無償資金協力によって建設された付帯施設の総

建設費用を建設面積で除して建築単価を算出し、これに当該施設の建築面積を乗ずる

などして予定価格を173,327米ドルと算定し、3者による指名競争入札を行ったところ、

その入札が不調となったことから、最低価格を提示した業者と価格交渉を開始した。

それでも、予定価格と業者が提示する価格とのかい離が大きかったため、やむを得ず

建物の仕様の一部を変更することとした。

しかし、その際に、予定価格を作成せず、計画策定時の概算額20万米ドルを目標に

価格交渉を重ねたが、これ以上の交渉は困難と判断し、207,600米ドルで業者と合意し

契約していた。

イ 資機材の調達等の契約に係る予定価格

ＪＩＣＡ本部で海外向けの資機材の調達等を行う場合は、ＪＩＣＡから委託され

たＪＩＣＳが複数の業者から参考見積書を徴するなどして調査した価格を基に、調

達部が予定価格を設定している。一方、在外事務所で資機材の調達等を行う場合は、

各プロジェクトの被援助国の事業実施機関やＪＩＣＡが派遣した専門家が業者から

徴した参考見積書を基に、在外事務所の担当者が予定価格を設定している場合が多

い。

海外向けの資機材の調達等の契約に係る予定価格の設定は、おおむね適正に行わ

れていると思料されるが、前記の会計規程に基づかず予定価格を省略していたこと
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のほか、在外事務所の中には、会計規程等に基づき予定価格の範囲内で契約を締結

することとされているにもかかわらず、予定価格に対する認識が十分でなかったた

め、予定価格を上回る金額で契約を締結していた事態が見受けられた。

上記について事例を示すと、次のとおりである。

＜事例3＞

Ｃ事務所は、平成18年度に、過去に整備した機材のフォローアップとして、パーソ

ナルコンピュータ、Ｘ線検査装置等を調達するに当たり、指名見積競争（随意契約）

を行うこととして、複数の日系商社に見積書の提出を依頼した。しかし、見積書の提

出があったのは1社だけで、その見積額が予定価格の23,971,492円を上回っていたため、

その1社と価格交渉を行った。しかし、同社がこれ以上の値下げに応じなかったことか

ら、事務所として再度見積競争を行っても同様の結果になると判断し、予定価格を上

回る24,756,405円で合意し契約を締結していた。

(2) 入札

ＪＩＣＡが15年度下半期から19年度までに締結した海外での施設の建設や海外向け

の資機材の調達等の契約について、競争契約、随意契約等の契約方式別に件数を区分

して整理すると、表10のとおりとなっている。

表10 契約方式別の海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等の契約件数等
（単位：件)

注(1）2者以上から見積書を徴して、その内容を比較した上で契約の相手方を決定する調達方法

注(2）特定の者と契約しない限り契約の目的を達することができないなどの理由で、その特定の者と契約をする調達方法

分析対象とした2,343件の契約のうち、一般又は指名による競争契約は386件、競争

性があるとされる一般見積競争又は指名見積競争による随意契約は614件、これらの

合計は1,000件であり、全体の42.6％であった。

そして、同様に本邦調達においては397件のうち198件（49.8％）が、現地調達にお

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
一般競争 26 26.2% 145 36.5% 66 3.5% 211 9.4% 145 36.5% 92 4.7% 237 10.1%
指名競争 26 26.2% 0 － 123 6.6% 123 5.4% 0 － 149 7.6% 149 6.3%
計 (A) 52 52.5% 145 36.5% 189 10.2% 334 14.8% 145 36.5% 241 12.3% 386 16.4%

一般見積競争 0 － 53 13.3% 0 － 53 2.3% 53 13.3% 0 － 53 2.2%
指名見積競争 13 13.1% 0 － 548 29.6% 548 24.4% 0 － 561 28.8% 561 23.9%
計 (B) 13 13.1% 53 13.3% 548 29.6% 601 26.7% 53 13.3% 561 28.8% 614 26.2%

見積合わせ 注(1) 19 19.1% 0 － 786 42.5% 786 35.0% 0 － 805 41.3% 805 34.3%
特命随契 注(2) 15 15.1% 199 50.1% 324 17.5% 523 23.3% 199 50.1% 339 17.4% 538 22.9%
計 34 34.3% 199 50.1% 1,110 60.0% 1,309 58.3% 199 50.1% 1,144 58.7% 1,343 57.3%

99 100.0% 397 100.0% 1,847 100.0% 2,244 100.0% 397 100.0% 1,946 100.0% 2,343 100.0%
65 65.6% 198 49.8% 737 39.9% 935 41.6% 198 49.8% 802 41.2% 1,000 42.6%

資機材の調達等

うち競争性あり(A)+(B)

契約方式
施設の建設

競争性
なし

競争
契約

現地調達

随
意
契
約

競争性
あり

合計

合計
本邦調達 現地調達 計 本邦調達 現地調達 計
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いては施設の建設99件中65件（65.6％）、資機材の調達等1,847件中737件（39.9％）、

計1,946件中802件（41.2％）が競争性があるとされる契約であった。

しかし、一般競争入札が実施されたのは、本邦調達においては397件中145件（36.5

％）であったが、現地調達においては海外での施設の建設26件（26.2％）、資機材の

調達等66件（3.5％）、計92件（4.7％）と極めて少なかった。

本邦調達における資機材の調達等397件のうち、上記の198件を除く199件（50.1％）

はすべて特命随契であった。また、現地調達における施設の建設99件のうち見積合わ

せによるものは19件（19.1％）、特命随契によるものは15件（15.1％）であり、資機

材の調達等1,847件のうち見積合わせによるものは786件（42.5%）、特命随契による

ものは324件（17.5％）であって、本邦で資機材を調達する場合に特命随契の比率が

高くなっている。これについて、ＪＩＣＡは、本邦調達においては、特注品や代用品

がない資機材を調達する場合が多いためであるとしている。

入札から契約に至るまでの状況は、表11のとおりとなっている。

表11 契約に至るまでの状況

①全体
(単位：件)

15 16 17 18 19
第1回入札会 110 95 70 65 57 397

93 81 50 41 38 303 12.9%
2 3 5 5 3 18 0.7%

再々度③ 2 1 3 1 0 7 0.2%
4回目④ 2 0 0 0 0 2 0.0%

11 10 12 18 16 67
10 9 5 13 10 47 2.0%
1 0 0 0 2 3

随意契約へ 0 0 3 4 1 8
0 1 4 1 3 9

落札 当初⑥ 0 1 4 1 3 9 0.3%
99 86 62 48 44 339 14.4%

随意契約⑦ 318 381 411 563 284 1,957 83.5%
契約 合計（①+②+③+④+⑤+⑥+⑦） 427 476 478 624 338 2,343 100.0%

落
札
当初①
再度②

不
調 不落随契⑤
キャンセル

第２回入札会

入札・契約区分

落札契約 計(①+②+③+④+⑥）

年度（平成）
計
契約
割合
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②本邦調達（資機材の調達等）

③現地調達（施設の建設）

(単位：件)

15 16 17 18 19
第1回入札会 51 30 31 16 20 148

45 24 25 12 17 123 30.9%
0 2 1 1 0 4 1.0%

再々度③ 0 0 2 0 0 2 0.5%
4回目④ 0 0 0 0 0 0 －

6 4 3 3 3 19
5 3 2 2 3 15 3.7%
1 0 0 0 0 1

随意契約へ 0 0 1 1 0 2
0 1 0 0 0 1

落札 当初⑥ 0 1 0 0 0 1 0.2%
45 27 28 13 17 130 32.7%

随意契約⑦ 50 73 52 48 29 252 63.4%
契約 合計（①+②+③+④+⑤+⑥+⑦） 100 103 82 63 49 397 100.0%

落札契約 計(①+②+③+④+⑥）

第２回入札会

年度（平成）
計
契約
割合

不落随契⑤
キャンセル

落
札
当初①
再度②

不
調

入札・契約区分

(単位：件)

15 16 17 18 19
第1回入札会 12 17 7 13 3 52

10 16 4 5 0 35 35.3%
0 0 0 1 0 1 1.0%

再々度③ 1 0 1 0 0 2 2.0%
4回目④ 0 0 0 0 0 0 －

1 1 2 7 3 14
1 1 2 7 2 13 13.1%
0 0 0 0 0 0

随意契約へ 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 1 1

落札 当初⑥ 0 0 0 0 1 1 1.0%
11 16 5 6 1 39 39.3%

随意契約⑦ 10 13 4 7 13 47 47.4%
契約 合計（①+②+③+④+⑤+⑥+⑦） 22 30 11 20 16 99 100.0%

当初①
再度②

入札・契約区分

不
調

落
札

契約
割合

不落随契⑤
キャンセル

第２回入札会

落札契約 計(①+②+③+④+⑥）

年度（平成）
計
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④現地調達（資機材の調達等）

(3) 落札

ＪＩＣＡが15年度下半期から19年度までに入札により落札者を決定した海外での施

設の建設や海外向けの資機材の調達等の契約339件（表11①参照）のうち、予定価格

を設定していた323件の契約額の予定価格に対する割合である落札率は、表12のとお

りとなっている。

表12 落札率等の状況

本邦調達における資機材の調達等の契約（落札件数130件）の平均落札率83.73％は、

現地調達における資機材の調達等の契約（落札件数170件のうち予定価格を設定して

いた155件）の平均落札率90.27％と比べると約6ポイント低くなっており、また、19

年報告の無償資金協力のうちの一般プロジェクト無償における資機材の調達等の契約

(単位：件)

最低 平均 最高 最低 平均 最高

15 51 45 45 44.24% 77.89% 98.35% 51 45 45 77.89%
16 31 27 27 57.36% 84.86% 99.60% 31 27 27 84.86%
17 31 28 28 62.37% 90.45% 99.90% 31 28 28 90.45%
18 16 13 13 47.51% 83.85% 99.99% 16 13 13 83.85%
19 20 17 17 53.15% 86.23% 99.99% 20 17 17 86.23%
計 149 130 130 44.24% 83.73% 99.99% 149 130 130 83.73%
15 12 11 10 12.23% 86.59% 105.11% 47 43 41 69.49% 91.99% 100.00% 59 54 51 90.93%
16 17 16 16 67.63% 94.41% 100.00% 48 43 30 61.37% 85.17% 100.00% 65 59 46 88.38%
17 7 5 5 56.01% 85.44% 97.40% 36 29 29 53.98% 92.88% 100.00% 43 34 34 91.78%
18 13 6 6 91.57% 95.70% 99.93% 37 29 29 68.51% 91.00% 100.00% 50 35 35 91.81%
19 4 1 1 99.86% 99.86% 99.86% 36 26 26 27.10% 89.73% 100.00% 40 27 27 90.11%
計 53 39 38 12.23% 91.52% 105.11% 204 170 155 27.10% 90.27% 100.00% 257 209 193 90.52%
15 12 11 10 12.23% 86.59% 105.11% 98 88 86 44.24% 84.61% 100.00% 110 99 96 84.82%
16 17 16 16 67.63% 94.41% 100.00% 79 70 57 57.36% 85.02% 100.00% 96 86 73 87.08%
17 7 5 5 56.01% 85.44% 97.40% 67 57 57 53.98% 91.69% 100.00% 74 62 62 91.18%
18 13 6 6 91.57% 95.70% 99.93% 53 42 42 47.51% 88.79% 100.00% 66 48 48 89.65%
19 4 1 1 99.86% 99.86% 99.86% 56 43 43 27.10% 88.35% 100.00% 60 44 44 88.61%
計 53 39 38 12.23% 91.52% 105.11% 353 300 285 27.10% 87.29% 100.00% 406 339 323 87.79%

計

左の
うち
予定
価格
あり

平均
落札率

入札
件数
落札
件数

合計

入札
件数
落札
件数

左の
うち
予定
価格
あり

入札
件数
落札
件数

左の
うち
予定
価格
あり

落札率

本邦
調達

現地
調達

調達
区分

年
度

(

平
成

)

施設の建設 資機材の調達等
落札率

(単位：件)

15 16 17 18 19
第1回入札会 47 48 32 36 34 197

38 41 21 24 21 145 7.8%
2 1 4 3 3 13 0.7%

再々度③ 1 1 0 1 0 3 0.1%
4回目④ 2 0 0 0 0 2 0.1%

4 5 7 8 10 34
4 5 1 4 5 19 1.0%
0 0 0 0 2 2

随意契約へ 0 0 2 3 1 6
0 0 4 1 2 7

落札 当初⑥ 0 0 4 1 2 7 0.3%
43 43 29 29 26 170 9.2%

随意契約⑦ 258 295 355 508 242 1,658 89.7%
契約 合計（①+②+③+④+⑤+⑥+⑦） 305 343 385 541 273 1,847 100.0%

落札契約 計(①+②+③+④+⑥）

入札・契約区分

不
調 不落随契⑤
キャンセル

第２回入札会

落
札
当初①
再度②

年度（平成）
計
契約
割合
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の平均落札率85.83％と大きな差はなかった。

また、現地調達における施設の建設の契約（落札件数39件のうち予定価格を設定し

ていた38件）の平均落札率91.52％は、現地調達における資機材の調達等の平均落札

率90.27％と比べると1ポイント程度の差となっていた。これは、19年報告の無償資金

協力のうちの一般プロジェクト無償において、施設の建設の契約の平均落札率が96.8

1％、資機材の調達等の契約の平均落札率が85.83％で、両者の間に10ポイント以上の

開きがあったこととは異なっている。

落札率別の落札件数は、表13のとおりとなっている。

表13 落札率別の落札件数

①現地調達（施設の建設）

②本邦調達（資機材の調達等）

(単位：件)

年度
(平成)

100％
超
100%

99%
以上
100%
未満

98%
以上
99%
未満

97%
以上
98%
未満

96%
以上
97%
未満

95%
以上
96%
未満

90%
以上
95%
未満

80%
以上
90%
未満

70%
以上
80%
未満

60%
以上
70%
未満

60%
未満

計

15 1 0 3 0 0 0 0 3 2 0 0 1 10
16 0 8 0 1 0 0 1 4 1 0 1 0 16
17 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 0 1 5
18 0 0 1 1 0 0 1 3 0 0 0 0 6
19 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
計 1 8 5 2 1 1 2 11 4 0 1 2 38
割合 2.6% 21.0% 13.1% 5.2% 2.6% 2.6% 5.2% 28.9% 10.5% － 2.6% 5.2% 100.0%
累計 1 9 14 16 17 18 20 31 35 35 36 38
累計
割合

2.6% 23.6% 36.8% 42.1% 44.7% 47.3% 52.6% 81.5% 92.1% 92.1% 94.7% 100.0%

(単位：件)

年度
(平成)

100％
超
100%

99%
以上
100%
未満

98%
以上
99%
未満

97%
以上
98%
未満

96%
以上
97%
未満

95%
以上
96%
未満

90%
以上
95%
未満

80%
以上
90%
未満

70%
以上
80%
未満

60%
以上
70%
未満

60%
未満

計

15 0 0 0 1 1 0 3 7 7 15 6 5 45
16 0 0 5 2 0 0 1 4 5 6 3 1 27
17 0 0 6 2 2 3 0 5 6 2 2 0 28
18 0 0 3 1 1 1 0 0 2 3 0 2 13
19 0 0 4 0 0 0 0 4 4 3 1 1 17
計 0 0 18 6 4 4 4 20 24 29 12 9 130
割合 － － 13.8% 4.6% 3.0% 3.0% 3.0% 15.3% 18.4% 22.3% 9.2% 6.9% 100.0%
累計 0 0 18 24 28 32 36 56 80 109 121 130
累計
割合

－ － 13.8% 18.4% 21.5% 24.6% 27.6% 43.0% 61.5% 83.8% 93.0% 100.0%
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③現地調達（資機材の調達等）

現地調達における施設の建設や資機材の調達等の落札率は、表12のとおり、本邦調

達における資機材の調達等と比べて高くなっている。特に、予定価格を下回る入札が

なく価格交渉も不調で契約額が予定価格を上回っている契約は、表13のとおり、現地

調達の施設の建設において38件中1件（2.6％）、また、予定価格と落札価格が同額で

ある落札率100％の契約は、現地調達の施設の建設において38件中8件（21.0％）、資

機材の調達等において155件中18件（11.6％）あり、1件もなかった本邦調達における

資機材の調達等とは対照的である。

落札に至った入札における入札参加者数別の落札率について、施設の建設と資機材

の調達等に分けて整理すると、表14のとおりとなっている。

(単位：件)

年度
(平成)

100％
超
100%

99%
以上
100%
未満

98%
以上
99%
未満

97%
以上
98%
未満

96%
以上
97%
未満

95%
以上
96%
未満

90%
以上
95%
未満

80%
以上
90%
未満

70%
以上
80%
未満

60%
以上
70%
未満

60%
未満

計

15 0 4 3 5 3 0 4 10 9 2 1 0 41
16 0 2 2 3 0 3 0 3 7 4 6 0 30
17 0 8 3 3 0 1 0 8 4 0 1 1 29
18 0 2 4 4 0 3 2 2 8 3 1 0 29
19 0 2 3 1 7 0 0 4 6 2 0 1 26
計 0 18 15 16 10 7 6 27 34 11 9 2 155
割合 － 11.6% 9.6% 10.3% 6.4% 4.5% 3.8% 17.4% 21.9% 7.0% 5.8% 1.2% 100.0%
累計 0 18 33 49 59 66 72 99 133 144 153 155
累計
割合

－ 11.6% 21.2% 31.6% 38.0% 42.5% 46.4% 63.8% 85.8% 92.9% 98.7% 100.0%
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表14 落札に至った入札における入札参加者数別の落札率

①全体
(単位：件、者)

調達
区分
年度
(平成)

落札
件数
(予定
価格
あり)

1者 2者 3者 4者 5者 6者 7～10者 平均

15 45 2 3 7 8 9 7 9 5.0
16 27 6 2 5 1 3 3 7 4.1
17 28 8 6 7 5 0 1 1 2.6
18 13 5 2 1 1 3 1 0 2.8
19 17 2 4 5 3 1 1 1 3.2
計 130 23 17 25 18 16 13 18 3.8
割合 100.0% 17.6% 13.0% 19.2% 13.8% 12.3% 10.0% 13.8%
累計 23 40 65 83 99 112 130
累計
割合

17.6% 30.7% 50.0% 63.8% 76.1% 86.1% 100.0%

94.25% 84.97% 86.36% 83.35% 84.22% 72.60% 73.45%
15 51 6 19 10 8 5 0 3 3.0
16 46 2 11 13 15 3 1 1 3.2
17 34 1 11 15 3 4 0 0 2.9
18 35 8 12 5 5 3 1 1 2.7
19 27 6 6 2 7 4 1 1 3.1
計 193 23 59 45 38 19 3 6 3.0
割合 100.0% 11.9% 30.5% 23.3% 19.6% 9.8% 1.5% 3.1%
累計 23 82 127 165 184 187 193
累計
割合

11.9% 42.4% 65.8% 85.4% 95.3% 96.8% 100.0%

94.93% 91.51% 90.38% 90.33% 85.24% 88.92% 83.59%
15 96 8 22 17 16 14 7 12 3.9
16 73 8 13 18 16 6 4 8 3.6
17 62 9 17 22 8 4 1 1 2.8
18 48 13 14 6 6 6 2 1 2.7
19 44 8 10 7 10 5 2 2 3.1
計 323 46 76 70 56 35 16 24 3.3
割合 100.0% 14.2% 23.5% 21.6% 17.3% 10.8% 4.9% 7.4%
累計 46 122 192 248 283 299 323
累計
割合

14.2% 37.7% 59.4% 76.7% 87.6% 92.5% 100.0%

94.59% 90.05% 88.94% 88.09% 84.78% 75.66% 75.99%

本邦
調達

平均落札率

現地
調達

平均落札率

合計

平均落札率
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②現地調達（施設の建設）

③資機材の調達等

(単位：件、者)

調達
区分
年度
(平成)

落札
件数
(予定
価格
あり)

1者 2者 3者 4者 5者 6者 7～10者 平均

15 10 1 1 1 2 4 0 1 4.3
16 16 0 1 7 6 2 0 0 3.5
17 5 0 0 3 2 0 0 0 3.4
18 6 0 3 1 2 0 0 0 2.8
19 1 1 0 0 0 0 0 0 1.0
計 38 2 5 12 12 6 0 1 3.5
割合 100.0% 5.2% 13.1% 31.5% 31.5% 15.7% － 2.6%
累計 2 7 19 31 37 37 38
累計
割合

5.2% 18.4% 50.0% 81.5% 97.3% 97.3% 100.0%

99.87% 95.40% 92.55% 94.79% 75.48% － 99.97%

現地
調達

平均落札率

(単位：件、者)

調達
区分
年度
(平成)

落札
件数
(予定
価格
あり)

1者 2者 3者 4者 5者 6者 7～10者 平均

15 45 2 3 7 8 9 7 9 5.0
16 27 6 2 5 1 3 3 7 4.1
17 28 8 6 7 5 0 1 1 2.6
18 13 5 2 1 1 3 1 0 2.8
19 17 2 4 5 3 1 1 1 3.2
計 130 23 17 25 18 16 13 18 3.8
割合 100.0% 17.6% 13.0% 19.2% 13.8% 12.3% 10.0% 13.8%
累計 23 40 65 83 99 112 130
累計
割合

17.6% 30.7% 50.0% 63.8% 76.1% 86.1% 100.0%

94.25% 84.97% 86.36% 83.35% 84.22% 72.60% 73.45%
15 41 5 18 9 6 1 0 2 2.7
16 30 2 10 6 9 1 1 1 3.1
17 29 1 11 12 1 4 0 0 2.8
18 29 8 9 4 3 3 1 1 2.6
19 26 5 6 2 7 4 1 1 3.2
計 155 21 54 33 26 13 3 5 2.9
割合 100.0% 13.5% 34.8% 21.2% 16.7% 8.3% 1.9% 3.2%
累計 21 75 108 134 147 150 155
累計
割合

13.5% 48.3% 69.6% 86.4% 94.8% 96.7% 100.0%

94.46% 91.15% 89.59% 88.28% 89.75% 88.92% 80.31%
15 86 7 21 16 14 10 7 11 3.9
16 57 8 12 11 10 4 4 8 3.6
17 57 9 17 19 6 4 1 1 2.7
18 42 13 11 5 4 6 2 1 2.7
19 43 7 10 7 10 5 2 2 3.2
計 285 44 71 58 44 29 16 23 3.3
割合 100.0% 15.4% 24.9% 20.3% 15.4% 10.1% 5.6% 8.0%
累計 44 115 173 217 246 262 285
累計
割合

15.4% 40.3% 60.7% 76.1% 86.3% 91.9% 100.0%

94.35% 89.67% 88.20% 86.26% 86.70% 75.66% 74.94%

平均落札率

本邦
調達

平均落札率

合計

平均落札率

現地
調達
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資機材の調達等に係る落札に至った入札における入札参加者数をみると、本邦調

達にあっては平均3.8者であり、現地調達にあっては平均2.9者であった。

また、本邦調達における資機材の調達等においては、入札参加者数が増えると落札

率は下がる傾向がみられるが、現地調達においては、入札参加者数と落札率の間には

それほどの相関はみられない。

(4) 不落随契

ＪＩＣＡは、会計規程において、再度の入札に付しても落札者がいないときなどの

場合に価格交渉によって契約相手を決定するいわゆる不落随契を認めている。

しかし、現地調達において、一部の在外事務所は、入札が不調となった際に不落随

契を締結するための価格交渉を行ったものの、前記の(1)アの事例2（20ページ参照）

のとおり、交渉が難航したことから予定価格を上回る価格で契約を締結していた。

落札契約の件数と不落随契の件数は、表15のとおり、資機材の調達等に係る契約で

一般競争入札又は指名競争入札により契約を締結した334件のうち、不落随契になっ

たものが本邦調達においては15件、現地調達においては19件、計34件あり、全体の10.

1％を占めていた。また、現地調達における施設の建設で一般競争入札又は指名競争

入札により契約を締結した52件のうち、不落随契になったものが13件あり、全体の25.

0％を占めていた。

表15 落札契約と不落随契の件数及び割合

このように、不落随契の割合は、資機材の調達等に対し施設の建設が14.9ポイント

高くなっており、19年報告における一般プロジェクト無償の不落随契の割合が、資機

材の調達等に係るものが9.9％、施設の建設に係るものが39.0％であったことと同様

の傾向が見受けられた。

(5) 随意契約

(単位：件)

15 16 17 18 19 15 16 17 18 19
落札契約 45 27 28 13 17 130 89.6% 130 89.6%
不落随契 5 3 2 2 3 15 10.3% 15 10.3%
計 50 30 30 15 20 145 100.0% 145 100.0%
落札契約 11 16 5 6 1 39 75.0% 43 43 29 29 26 170 89.9% 209 86.7%
不落随契 1 1 2 7 2 13 25.0% 4 5 1 4 5 19 10.0% 32 13.2%
計 12 17 7 13 3 52 100.0% 47 48 30 33 31 189 100.0% 241 100.0%
落札契約 11 16 5 6 1 39 75.0% 88 70 57 42 43 300 89.8% 339 87.8%
不落随契 1 1 2 7 2 13 25.0% 9 8 3 6 8 34 10.1% 47 12.1%
計 12 17 7 13 3 52 100.0% 97 78 60 48 51 334 100.0% 386 100.0%

現地
調達

合計

調達・契約区分
施設の建設 資機材の調達等

本邦
調達

合計 割合年度(平成)
計 割合

年度(平成)
計 割合
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ア 随意契約の状況

分析の対象とした2,343契約のうち、83.5％に当たる1,957件は随意契約によるも

のであり、これらを契約区分別にみると、表16のとおりとなっている。

表16 契約区分別の状況

イ 見積競争の状況

ＪＩＣＡは、前記のとおり、一般競争入札等を行うことが困難なため随意契約を

締結する場合が多いが、そのような場合でも、本邦調達においては一般見積競争に

より、現地調達においては指名見積競争により可能な限り価格競争性を高めた方法

を採用するよう努めているとしている。その結果、表16のとおり、分析の対象とし

た2,343契約のうち614件（26.2％）が見積競争によるものであった。

これらの見積競争は、実際に競争性が高いものとなっていたのか分析したところ、

次のようになっていた。

施設の建設に係る契約及び資機材の調達等に係る契約について、本邦調達（資機

材の調達等）と現地調達（施設の建設及び資機材の調達等）に分けて見積競争にお

ける落札率をみると、表17のとおりとなっている。

(単位：件)

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
一般見積競争 53 13.3% 53 2.2%
指名見積競争 13 13.1% 548 29.6% 561 23.9%
計 13 13.1% 53 13.3% 548 29.6% 614 26.2%

19 19.1% 0 － 786 42.5% 805 34.3%
15 15.1% 199 50.1% 324 17.5% 538 22.9%
47 47.4% 252 63.4% 1,658 89.7% 1,957 83.5%
99 100.0% 397 100.0% 1,847 100.0% 2,343 100.0%(参考）契約数

見積合わせ
特命随契
計

契約区分

見積
競争

計
現地調達 本邦調達 現地調達
施設の建設 資機材の調達等
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表17 見積競争における落札率の状況

施設の建設に係る契約において、指名見積競争は件数が少なく単純な比較は困難

であるが、予定価格が設定されていた10件の平均落札率97.73％は、入札が行われ

た場合の平均落札率（24ページ表12参照）91.52％を6ポイント以上上回っていた。

一方、資機材の調達等に係る契約のうち現地調達に係るものにおいて、指名見積競

争が行われ予定価格が設定されていた376件の平均落札率91.72％は、入札が行われ

た場合の平均落札率90.27％を若干上回っていたが、大きな差は見受けられなかっ

た。

見積競争において予定価格が設定されている場合の落札率別の契約件数は、表18

のとおりとなっている。

表18 落札率別の契約件数

①現地調達（施設の建設）

(単位：件)

最低 平均 最高 最低 平均 最高

15 2 2 0 － － － 2 2 0 －
16 16 14 0 － － － 16 14 0 －
17 7 7 0 － － － 7 7 0 －
18 21 21 0 － － － 21 21 0 －
19 9 9 1 99.97% 99.97% 99.97% 9 9 1 99.97%
計 55 53 1 99.97% 99.97% 99.97% 55 53 1 99.97%
15 2 2 2 98.84% 99.42% 100.00% 33 33 23 83.03% 96.60% 111.23% 35 35 25 96.83%
16 2 2 1 99.96% 99.96% 99.96% 67 67 42 64.67% 91.44% 100.00% 69 69 43 91.64%
17 2 2 2 86.80% 93.40% 100.00% 149 148 101 39.63% 91.94% 102.77% 151 150 103 91.97%
18 1 1 0 － － － 187 180 117 50.07% 90.51% 120.85% 188 181 117 90.51%
19 6 6 5 97.80% 98.35% 99.21% 121 120 93 59.63% 91.93% 100.00% 127 126 98 92.26%
計 13 13 10 86.80% 97.73% 100.00% 557 548 376 39.63% 91.72% 120.85% 570 561 386 91.88%
15 2 2 2 98.84% 99.42% 100.00% 35 35 23 83.03% 96.60% 111.23% 37 37 25 96.83%
16 2 2 1 99.96% 99.96% 99.96% 83 81 42 64.67% 91.44% 100.00% 85 83 43 91.64%
17 2 2 2 86.80% 93.40% 100.00% 156 155 101 39.63% 91.94% 102.77% 158 157 103 91.97%
18 1 1 0 － － － 208 201 117 50.07% 90.51% 120.85% 209 202 117 90.51%
19 6 6 5 97.80% 98.35% 99.21% 130 129 94 59.63% 92.02% 100.00% 136 135 99 92.34%
計 13 13 10 86.80% 97.73% 100.00% 612 601 377 39.63% 91.74% 120.85% 625 614 387 91.90%

現地調達
（指名見
積競争）

見積
依頼
件数

調達
区分

年
度

(

平
成

)

施設の建設 資機材の調達等 計

平均
落札率

契約
件数

見積
依頼
件数

契約
件数

左の
うち
予定
価格
あり

落札率

合計

左の
うち
予定
価格
あり

見積
依頼
件数

契約
件数

左の
うち
予定
価格
あり

落札率

本邦調達
（一般見
積競争）

(単位：件)

年度
(平成)

100%
超
100%

99%
以上
100%
未満

98%
以上
99%
未満

97%
以上
98%
未満

96%
以上
97%
未満

95%
以上
96%
未満

90%
以上
95%
未満

80%
以上
90%
未満

70%
以上
80%
未満

60%
以上
70%
未満

60%
未満

計

15 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2
16 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
17 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2
18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
19 0 0 1 2 2 0 0 0 0 0 0 0 5
計 0 2 2 3 2 0 0 0 1 0 0 0 10
割合 － 20.0% 20.0% 30.0% 20.0% － － － 10.0% － － － 100.0%
累計 0 2 4 7 9 9 9 9 10 10 10 10
累計
割合

－ 20.0% 40.0% 70.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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②本邦調達（資機材の調達等）

③現地調達（資機材の調達等）

入札が行われた場合と同様に、現地調達において指名見積競争により契約を締結

していたもののうち、契約額が予定価格を上回っている契約は、表18③のとおり、

資機材の調達等において376件中8件（2.1％）あった。また、落札率100％の契約は、

施設の建設で10件中2件（20.0％）、資機材の調達等で376件中83件（22.0％）あっ

た。

契約に至った見積競争における見積提出者数別の落札率について、施設の建設と

資機材の調達等に分けて整理すると表19のとおりとなっている。

(単位：件)

年度
(平成)

100%
超
100%

99%
以上
100%
未満

98%
以上
99%
未満

97%
以上
98%
未満

96%
以上
97%
未満

95%
以上
96%
未満

90%
以上
95%
未満

80%
以上
90%
未満

70%
以上
80%
未満

60%
以上
70%
未満

60%
未満

計

15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
19 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
計 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
割合 － － 100.0% － － － － － － － － － 100.0%
累計 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
累計
割合

－ － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(単位：件)

年度
(平成)

100%
超
100%

99%
以上
100%
未満

98%
以上
99%
未満

97%
以上
98%
未満

96%
以上
97%
未満

95%
以上
96%
未満

90%
以上
95%
未満

80%
以上
90%
未満

70%
以上
80%
未満

60%
以上
70%
未満

60%
未満

計

15 5 7 0 1 1 0 1 1 7 0 0 0 23
16 0 13 4 3 0 1 2 3 10 3 3 0 42
17 2 23 7 11 5 2 5 18 17 6 2 3 101
18 1 22 17 6 4 5 11 12 17 11 7 4 117
19 0 18 10 7 2 5 3 14 25 7 1 1 93
計 8 83 38 28 12 13 22 48 76 27 13 8 376
割合 2.1% 22.0% 10.1% 7.4% 3.1% 3.4% 5.8% 12.7% 20.2% 7.1% 3.4% 2.1% 100.0%
累計 8 91 129 157 169 182 204 252 328 355 368 376
累計
割合

2.1% 24.2% 34.3% 41.7% 44.9% 48.4% 54.2% 67.0% 87.2% 94.4% 97.8% 100.0%
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表19 見積提出者数別の落札率

①全体
(単位：件、者)

調達
区分
年度
(平成)

契約
件数
(予定
価格
あり)

1者 2者 3者 4者 5者 6者 7～10者 平均

15 0 0 0 0 0 0 0 0 －
16 0 0 0 0 0 0 0 0 －
17 0 0 0 0 0 0 0 0 －
18 0 0 0 0 0 0 0 0 －
19 1 1 0 0 0 0 0 0 1.0
計 1 1 0 0 0 0 0 0 1.0
割合 100.0% 100.0% － － － － － －
累計 1 1 1 1 1 1 1
累計
割合

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

99.97% － － － － － －
15 25 0 14 5 4 2 0 0 2.7
16 43 3 11 15 10 3 0 1 3.0
17 103 11 29 41 10 11 0 1 2.8
18 117 20 34 33 16 12 1 1 2.7
19 98 14 35 25 15 9 0 0 2.6
計 386 48 123 119 55 37 1 3 2.8
割合 100.0% 12.4% 31.8% 30.8% 14.2% 9.5% 0.2% 0.7%
累計 48 171 290 345 382 383 386
累計
割合

12.4% 44.3% 75.1% 89.3% 98.9% 99.2% 100.0%

93.58% 94.26% 90.87% 89.04% 89.71% 79.16% 90.01%
15 25 0 14 5 4 2 0 0 2.7
16 43 3 11 15 10 3 0 1 3.0
17 103 11 29 41 10 11 0 1 2.8
18 117 20 34 33 16 12 1 1 2.7
19 99 15 35 25 15 9 0 0 2.6
計 387 49 123 119 55 37 1 3 2.8
割合 100.0% 12.6% 31.7% 30.7% 14.2% 9.5% 0.2% 0.7%
累計 49 172 291 346 383 384 387
累計
割合

12.6% 44.4% 75.1% 89.4% 98.9% 99.2% 100.0%

93.71% 94.26% 90.87% 89.04% 89.71% 79.16% 90.01%

合計

平均落札率

現地
調達

平均落札率

本邦
調達

平均落札率
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②施設の建設

③資機材の調達等

(単位：件、者)

調達
区分
年度
(平成)

契約
件数
(予定
価格
あり)

1者 2者 3者 4者 5者 6者 7～10者 平均

15 2 0 1 1 0 0 0 0 2.5
16 1 0 0 0 0 1 0 0 5.0
17 2 0 0 2 0 0 0 0 3.0
18 0 0 0 0 0 0 0 0 －
19 5 0 2 1 0 2 0 0 3.4
計 10 0 3 4 0 3 0 0 3.3
割合 100.0% － 30.0% 40.0% － 30.0% － －
累計 0 3 7 7 10 10 10
累計
割合

－ 30.0% 70.0% 70.0% 100.0% 100.0% 100.0%

－ 98.28% 96.38% － 98.99% － －平均落札率

現地
調達

(単位：件、者)

調達
区分
年度
(平成)

契約
件数
(予定
価格
あり)

1者 2者 3者 4者 5者 6者 7～10者 平均

15 0 0 0 0 0 0 0 0 －
16 0 0 0 0 0 0 0 0 －
17 0 0 0 0 0 0 0 0 －
18 0 0 0 0 0 0 0 0 －
19 1 1 0 0 0 0 0 0 1.0
計 1 1 0 0 0 0 0 0 1.0
割合 100.0% 100.0% － － － － － －
累計 1 1 1 1 1 1 1
累計
割合

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

99.97% － － － － － －
15 23 0 13 4 4 2 0 0 2.7
16 42 3 11 15 10 2 0 1 3.0
17 101 11 29 39 10 11 0 1 2.8
18 117 20 34 33 16 12 1 1 2.7
19 93 14 33 24 15 7 0 0 2.6
計 376 48 120 115 55 34 1 3 2.8
割合 100.0% 12.7% 31.9% 30.5% 14.6% 9.0% 0.2% 0.7%
累計 48 168 283 338 372 373 376
累計
割合

12.7% 44.6% 75.2% 89.8% 98.9% 99.2% 100.0%

93.58% 94.16% 90.67% 89.04% 88.89% 79.16% 90.01%
15 23 0 13 4 4 2 0 0 2.7
16 42 3 11 15 10 2 0 1 3.0
17 101 11 29 39 10 11 0 1 2.8
18 117 20 34 33 16 12 1 1 2.7
19 94 15 33 24 15 7 0 0 2.6
計 377 49 120 115 55 34 1 3 2.7
割合 100.0% 12.9% 31.8% 30.5% 14.5% 9.0% 0.2% 0.7%
累計 49 169 284 339 373 374 377
累計
割合

12.9% 44.8% 75.3% 89.9% 98.9% 99.2% 100.0%

93.71% 94.16% 90.67% 89.04% 88.89% 79.16% 90.01%

合計

平均落札率

現地
調達

平均落札率

本邦
調達

平均落札率
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契約に至った現地調達の指名見積競争における見積提出者数をみると、施設の建

設で平均3.3者、資機材の調達等で平均2.8者となっており、大きな差はみられなか

った。また、これらの見積提出者数を、表14の現地調達において入札によって落札

者を決定したときの平均入札参加者数3.5者及び2.9者と比べても大きな差はみられ

なかった。資機材の調達等における落札率は、見積提出者数の増加に伴い下がる傾

向がみられた。

ウ 見積合わせ

見積合わせは、表10のとおり、分析の対象とした契約2,343件のうち805件（34.3

％）あり、このうち、予定価格を設定していた326件の落札率をみたところ、表20

のとおり、見積合わせの平均落札率は96.27％で、前記の入札が行われた場合の平

均落札率87.79％（表12参照）や見積競争の平均落札率91.90％（表17参照）に比べ

て高くなっていた。

表20 見積合わせの落札率の状況

エ 特命随契

特命随契は、表10のとおり、分析の対象とした契約2,343件のうち538件（22.9％）

あり、このうち、予定価格を設定していた354件の落札率をみたところ、表21のと

おり、平均落札率は98.72％で、上記の見積合わせの平均落札率より2ポイント程度

高くなっていた。また、本邦調達（資機材の調達等）199件は、調達先が特定の国

(単位：件)

最低 平均 最高 最低 平均 最高

15 0 0 － － － 0 0 －
16 0 0 － － － 0 0 －
17 0 0 － － － 0 0 －
18 0 0 － － － 0 0 －
19 0 0 － － － 0 0 －
計 0 0 － － － 0 0 －
15 5 2 77.87% 88.93% 100.00% 172 62 40.59% 96.19% 100.00% 177 64 95.96%
16 5 2 100.00% 100.00% 100.00% 162 49 80.00% 97.63% 100.00% 167 51 97.73%
17 1 0 － － － 145 59 34.62% 95.03% 100.00% 146 59 95.03%
18 4 1 82.55% 82.55% 82.55% 230 107 66.62% 97.24% 100.00% 234 108 97.10%
19 4 3 97.76% 98.59% 99.12% 77 41 69.49% 94.36% 100.00% 81 44 94.65%
計 19 8 77.87% 94.52% 100.00% 786 318 34.62% 96.31% 100.00% 805 326 96.27%
15 5 2 77.87% 88.93% 100.00% 172 62 40.59% 96.19% 100.00% 177 64 95.96%
16 5 2 100.00% 100.00% 100.00% 162 49 80.00% 97.63% 100.00% 167 51 97.73%
17 1 0 － － － 145 59 34.62% 95.03% 100.00% 146 59 95.03%
18 4 1 82.55% 82.55% 82.55% 230 107 66.62% 97.24% 100.00% 234 108 97.10%
19 4 3 97.76% 98.59% 99.12% 77 41 69.49% 94.36% 100.00% 81 44 94.65%
計 19 8 77.87% 94.52% 100.00% 786 318 34.62% 96.31% 100.00% 805 326 96.27%

平均
落札率

現地
調達

資機材の調達等 計

契約
件数

左の
うち
予定
価格
あり

落札率

契約
件数

左の
うち
予定
価格
あり

左の
うち
予定
価格
あり

契約
件数

合計

調達
区分

年
度

(

平
成

)

施設の建設

本邦
調達

落札率
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際機関に限定されていたり、過去の無償資金協力事業等により調達された機材のフ

ォローアップとして部品等を調達するものであって調達先が限定されていたりする

ものであった。

表21 特命随契の落札率の状況

落札率の状況についての分析は、以上のとおりである。施設の建設は現地調達

で行われているが、その数はあまり多くない。一方、資機材の調達等は、本邦調達

及び現地調達で行われており、それらの契約方式は競争性があるとされているもの

やないとされているものなど様々である。資機材の調達等に係る契約の平均落札率

を契約方式別に整理すると、図6のとおり、四つの契約方式の中で平均落札率が最

も高いものは特命随契であり次に見積合わせ、見積競争、競争契約の順になってい

る。

(単位：件)

最低 平均 最高 最低 平均 最高

15 48 44 91.63% 99.13% 100.00% 48 44 99.13%
16 59 55 96.51% 99.90% 100.00% 59 55 99.90%
17 45 37 93.66% 99.82% 100.00% 45 37 99.82%
18 27 20 96.51% 99.50% 100.00% 27 20 99.50%
19 20 16 98.56% 99.91% 100.00% 20 16 99.91%
計 199 172 91.63% 99.64% 100.00% 199 172 99.64%
15 3 2 100.00% 100.00% 100.00% 53 23 92.40% 100.40% 120.68% 56 25 100.37%
16 6 2 100.00% 100.00% 100.00% 66 33 90.38% 98.93% 100.00% 72 35 98.99%
17 1 0 － － － 62 30 83.34% 97.10% 100.00% 63 30 97.10%
18 2 2 93.22% 96.61% 100.00% 98 61 63.27% 97.16% 100.00% 100 63 97.15%
19 3 3 98.17% 99.39% 100.00% 45 26 78.66% 96.25% 100.00% 48 29 96.57%
計 15 9 93.22% 99.04% 100.00% 324 173 63.27% 97.78% 120.68% 339 182 97.84%
15 3 2 100.00% 100.00% 100.00% 101 67 91.63% 99.56% 120.68% 104 69 99.58%
16 6 2 100.00% 100.00% 100.00% 125 88 90.38% 99.53% 100.00% 131 90 99.54%
17 1 0 － － － 107 67 83.34% 98.60% 100.00% 108 67 98.60%
18 2 2 93.22% 96.61% 100.00% 125 81 63.27% 97.74% 100.00% 127 83 97.71%
19 3 3 98.17% 99.39% 100.00% 65 42 78.66% 97.64% 100.00% 68 45 97.76%
計 15 9 93.22% 99.04% 100.00% 523 345 63.27% 98.71% 120.68% 538 354 98.72%

合計

調達
区分

年
度
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平
成

)
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契約
件数
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価格
あり

落札率
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あり
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図6 資機材の調達等に係る契約方式別の平均落札率の状況

(6) 現地調達を実施する際の課題

ＪＩＣＡは、前記のとおり、現場主義を改革の柱として掲げており、現地調達の契

約件数を増やしているが、現地調達を実施するに当たっては、解決しなければならな

い課題が幾つかある。それらのうちの主なものは、次のとおりである（参考事例は10

4ページ巻末別表2参照）。

ア 治安が悪いために応札者がいないこと

ＪＩＣＡが技術協力を実施している国の中には、治安が悪化している国があり、

それらの国で資機材を調達する際に、応札者がいなかったり、法外な価格を提示さ

れたりした事態が見受けられた。

イ 信頼できる業者が少ないこと

ＪＩＣＡは、前記のとおり、在外事務所で業者登録制度を設けることにしており、

3割程度の在外事務所がこの制度を設けている。しかし、それらは本邦調達の際に

実施している契約競争参加者資格登録のような業者の能力を審査して等級をつける

ようなものではなく、過去に取引実績がある業者をまとめたようなものである。し

たがって、登録されている業者であっても問題が発生することがある。
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ウ 業者に在庫がないこと

ＪＩＣＡが技術協力を実施する場所の近辺には利用できる公共交通機関がない場

合が多いなどの理由から、近年、技術協力の一環として車両を供与することが多く

なっている。

車両は、保守等を行う必要があることから、原則として現地代理店から調達する

こととなるが、技術協力が実施されている国の業者の多くは、我が国の業者とは異

なり、資金力が乏しく在庫がないため、ＪＩＣＡの発注を受けてから車両の輸入手

続を開始することが多く、車両の調達等を困難にしている。

また、調達する車両は、被援助国の法規制、自然条件、維持管理等の実情に合わ

せる必要があるため、特別な仕様にしなければならない場合があり、調達を困難に

している一因である。

エ ＪＩＣＡの調達が業者にとって魅力に欠けていること

技術協力においてＪＩＣＡが調達する資機材は、比較的少額のものが多く、業者

にとって魅力的なものになるとは限らない。そのため、条件によっては納入業者が

見つからない場合もある。

オ 遅延損害金を契約どおり徴収できないこと

ＪＩＣＡが締結する契約書においては、遅延が発生した場合、遅延損害金を業者

から徴収することとしている。しかし、在外事務所の中には、遅延が発生している

のに、遅延損害金を徴収していない事務所がある。それらの事務所が遅延損害金を

徴収していない理由は、業者の瑕疵によらない不可抗力によるためとしている場合
か し

が多いが、現地の商慣習として納期厳守の認識がないことから、損害金を徴収する

とその後の調達において取引できる業者が減少してしまうためとしている場合もあ

る。

4 契約の競争性・透明性の向上に向けた財団法人海外漁業協力財団の取組の状況

15年度から19年度までに国から補助金や委託費の交付を受けて技術協力を実施してい

る公益法人について検査したところ、海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等

の契約を締結しているのは、水産庁から補助金の交付を受けて技術協力を実施している

農林水産省所管の財団法人海外漁業協力財団（以下「財団」という。）のみであった。

一方、財団の予算により被援助国が実施する施設の建設や資機材の調達等の契約は見受

けられなかった（表22参照）。
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表22 財団による技術協力における海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等
の契約の有無

施設の建設 資機材の調達等

被援助国が実施 財団が実施 被援助国が実施 財団が実施

× ○ × ○

財団は、海外漁場の確保を図るため、入漁協定を締結するなど我が国との関係が深い

国に対して、水産業の開発振興に寄与することを目的として海外漁業協力事業によるプ

ロジェクトタイプの技術協力を実施しており、それらの国に水産技術専門家を派遣する

とともに必要に応じて資機材を供与している。そして、水産庁は、国際漁業振興協力事

業費補助金交付要綱等により、海外漁業協力事業の事業実施主体を財団と定め、財団に

対して事業に要する経費の一部を補助している。

(1) 財団法人海外漁業協力財団における契約入札手続等

財団は、国の会計法令に準じて財団法人海外漁業協力財団会計規程（昭和48年6月2

日適用）及び財団法人海外漁業協力財団会計規程細則（昭和48年6月2日適用。以下、

これらを「財団会計規程等」という。）を定めている。契約の方式については、原則

一般競争入札によることとし、契約の性質又は目的が一般競争入札に付することに適

さないときなどは指名競争入札又は随意契約とすることができるとしている。そして、

随意契約によることができる場合として、国の基準に合わせて予定価格が250万円を

超えない工事若しくは製造又は予定価格が160万円を超えない加工、修正若しくは物

件の購入をする場合のほか、外国で契約をする場合等の要件を挙げている。

財団が15年度から19年度までに締結した海外での施設の建設や海外向けの資機材の

調達等の契約のうち、財団会計規程等で契約書を作成しなければならないとされてい

る150万円（外国で契約するときは200万円）を超える契約件数及び契約金額は、表23

のとおりとなっている。
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表23 海外での施設の建設及び海外向けの資機材の調達等に係る契約件数、契約金額等

調査の対象とした契約167件の約95％が資機材の調達等に係る契約であり、施設の

建設に係る契約はすべて現地調達であった。これらのうち資機材の調達等に係る契約

を本邦調達と現地調達に分けると、表24のとおり、件数で約64％、契約金額で約85％

が本邦調達であった。

表24 資機材の調達等に係る契約件数、契約金額等

財団は、本邦調達における業者の選定に当たって業者登録制度を設けており、財団

本部が行う一般競争入札に参加するためには、財団の競争参加資格者名簿に登録する

必要があるとしている。そして、登録に必要な手続等については、財団のホームペー

ジ等において公示している。また、指名競争入札においては、競争参加資格者名簿に

登録されている業者から指名することにしている。

(2) 契約の競争性・透明性の向上に向けた取組の状況

財団は、予定価格を類推されるおそれがあることから、予定価格や入札結果を公表

していないが、本邦調達における一般競争入札の実施に当たっては、より多くの入札

参加者を確保するため、我が国で広く発行されている業界紙に競争入札の公告を行う

とともに、20年7月から財団のホームページにおいてすべての競争入札の公告を行う

ことにして、より多くの企業へ情報の提供を行っている。

財団は、海外駐在員事務所等による現地調達の場合は、必要な機材を取り扱う業者

が少ない上、前払金を請求されたり、納期が守られなかったりなどするため、信頼で

きる業者との随意契約によらざるを得ないとしている。これらの事情に加え、海外で

(単位：件、円)

件数
(A)

件数
割合
(A)/(E)

金額
(B)

金額
割合
(B)/(F)

件数
（C）

件数
割合
（C)/(E)

金額
（D）

金額
割合
(D)/(F)

件数
(E)

金額
(F)

15 19 63.3% 255,957,267 85.4% 11 36.6% 43,419,358 14.5% 30 299,376,625
16 21 72.4% 278,267,512 89.3% 8 27.5% 33,135,506 10.6% 29 311,403,018
17 16 51.6% 252,489,790 76.7% 15 48.3% 76,541,945 23.2% 31 329,031,735
18 22 64.7% 418,284,795 90.5% 12 35.2% 43,744,729 9.4% 34 462,029,524
19 23 67.6% 322,552,777 82.9% 11 32.3% 66,507,940 17.0% 34 389,060,717
計 101 63.9% 1,527,552,141 85.2% 57 36.0% 263,349,478 14.7% 158 1,790,901,619

計
年度
(平成)

本邦調達 現地調達

(単位：件、円)

件数
(A)

件数
割合
(A)/(E)

金額
(B)

金額
割合
(B)/(F)

件数
（C）

件数
割合
（C)/(E)

金額
（D）

金額
割合
(D)/(F)

件数
(E)

金額
(F)

15 4 11.7% 66,706,514 18.2% 30 88.2% 299,376,625 81.7% 34 366,083,139
16 1 3.3% 7,147,428 2.2% 29 96.6% 311,403,018 97.7% 30 318,550,446
17 2 6.0% 7,588,689 2.2% 31 93.9% 329,031,735 97.7% 33 336,620,424
18 1 2.8% 6,644,220 1.4% 34 97.1% 462,029,524 98.5% 35 468,673,744
19 1 2.8% 14,668,933 3.6% 34 97.1% 389,060,717 96.3% 35 403,729,650
計 9 5.3% 102,755,784 5.4% 158 94.6% 1,790,901,619 94.5% 167 1,893,657,403

年度
(平成)

施設の建設(現地調達） 資機材の調達等（本邦調達＋現地調達） 計



- 41 -

施設の建設を行う場合は、設計図書の作成、予定価格の設定、信頼できる業者の選定

等の作業が生じるため、海外駐在員や専門家しか配置していない海外駐在員事務所等

においては入札会が実施できる体制にないことも随意契約によらざるを得ない理由で

あるとしている。

しかし、財団は、施設の建設に当たり、過去に相手国政府等の協力を得て指名競争

入札を実施したことがあり、今後も比較的大規模な施設の建設を行う場合には、条件

が整えば同様の手法により指名競争入札を導入するなどして、契約の競争性・透明性

を高めていきたいとしている。

5 財団法人海外漁業協力財団における落札率の状況（予定価格、入札、落札、不落随

契等契約の状況）

(1) 予定価格

財団は、財団会計規程等において予定価格の設定を義務付けており、その作成方法

については、積算参考資料、原則として3者から徴する見積書又はコンサルタントに

よる見積書によることとしている。しかし、随意契約の場合は、契約の性質上予定価

格の設定を要しないと認めるときは、これを省略できるとしている。

財団が15年度から19年度までに締結した海外での施設の建設や海外向けの資機材の

調達等に係る契約167件について、契約方式別の予定価格の設定状況を示すと、表25

のとおりとなっている。

表25 契約方式別の予定価格の設定状況

財団は、一般競争契約（19件）や指名競争契約（57件）においては、すべて予定価

格を設定していたが、随意契約（91件）においては、財団会計規程等に基づき、契約

(単位：件)

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
有 0 － 17 100.0% 2 100.0% 19 100.0%
無 0 － 0 － 0 － 0 －
計 0 － 17 100.0% 2 100.0% 19 100.0%
有 1 100.0% 56 100.0% 0 － 57 100.0%
無 0 － 0 － 0 － 0 －
計 1 100.0% 56 100.0% 0 － 57 100.0%
有 0 － 0 － 0 － 0 －
無 8 100.0% 28 100.0% 55 100.0% 91 100.0%
計 8 100.0% 28 100.0% 55 100.0% 91 100.0%
有 1 11.1% 73 72.2% 2 3.5% 76 45.5%
無 8 88.8% 28 27.7% 55 96.4% 91 54.4%
計 9 100.0% 101 100.0% 57 100.0% 167 100.0%

一般競争
契約

指名競争
契約

随意契約

合計

計
現地調達 本邦調達 現地調達契約方式

予定価格
の設定

施設の建設 資機材の調達等
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の性質上予定価格の設定を要しないとして、すべて予定価格の設定を省略していた。

このことについて、財団は、随意契約の大半を実施している海外駐在員事務所等にお

いては、調達環境の違いなどにより、通常現地業者は受注を前提として見積書を提出

することなどから、事前に徴した見積書を基に予定価格を設定することは困難である

と説明している。また、本邦調達における随意契約においても、緊急を要するなどの

理由から予定価格の設定は困難であるとしている。

(2) 入札

財団が15年度から19年度までに締結した海外での施設の建設や海外向けの資機材の

調達等の契約について、契約方式別に件数を分けると、表26のとおり、一般競争入札

や指名競争入札に付した契約（それぞれ不落随契になったものを含む。）は、本邦調

達においては101件のうち73件（72.2％）であったが、現地調達においては66件のう

ち3件（4.5％）にすぎなかった。

表26 契約方式別の海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等の契約件数等

契約に至るまでの状況は、表27のとおり、契約件数167件のうち、入札会において

落札されたものが55件（32.9％）、落札に至らず不落随契となったものが21件（12.5

％）、当初から随意契約を行ったものが91件（54.4％）となっていた。

表27 契約に至るまでの状況

(3) 落札

入札により落札者が決定した契約55件を海外での施設の建設に係るものと海外向け

(単位：件)

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
一般競争 0 － 17 16.8% 2 3.5% 17 16.8% 2 3.0% 19 11.3%
指名競争 1 11.1% 56 55.4% 0 － 56 55.4% 1 1.5% 57 34.1%
計 1 11.1% 73 72.2% 2 3.5% 73 72.2% 3 4.5% 76 45.5%

8 88.8% 28 27.7% 55 96.4% 28 27.7% 63 95.4% 91 54.4%
9 100.0% 101 100.0% 57 100.0% 101 100.0% 66 100.0% 167 100.0%

現地調達
合計

本邦調達 現地調達 計

競争
契約

契約方式
施設の建設 資機材の調達等
現地調達 本邦調達

随意契約
合計

(単位：件)

15 16 17 18 19 15 16 17 18 19
第1回入札会 1 0 0 0 0 1 13 10 14 21 17 75 76

0 0 0 0 0 0 － 8 9 9 12 8 46 29.1% 46 27.5%
1 0 0 0 0 1 11.1% 1 1 1 0 1 4 2.5% 5 2.9%

再々度③ 0 0 0 0 0 0 － 1 0 0 1 2 4 2.5% 4 2.3%
0 0 0 0 0 0 3 0 4 8 6 21 21
0 0 0 0 0 0 － 3 0 4 8 6 21 13.2% 21 12.5%
1 0 0 0 0 1 11.1% 10 10 10 13 11 54 34.1% 55 32.9%

随意契約⑤ 3 1 2 1 1 8 88.8% 17 19 17 13 17 83 52.5% 91 54.4%
契約 合計（①+②+③+④+⑤） 4 1 2 1 1 9 100.0% 30 29 31 34 34 158 100.0% 167 100.0%

落札契約 計(①+②+③）
不落随契④

合計
契約
割合

施設の建設 資機材の調達等
年度(平成)

計
契約
割合

年度(平成)
計
契約
割合

入札・契約区分

不
調

当初①
再度②
落
札
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の資機材の調達等に係るものに分けて、その落札率をみると、表28のとおりとなって

いる。

表28 落札率の状況

落札に至った入札における入札参加者数別の落札率について、調達区分別にみると、

表29のとおりとなっている。

表29 落札に至った入札における入札参加者数別の落札率

(単位：件)

最低 平均 最高 最低 平均 最高

15 1 1 92.61% 92.61% 92.61% 13 10 70.41% 88.37% 99.81% 14 11 88.76%
16 0 0 － － － 10 10 67.50% 84.30% 97.13% 10 10 84.30%
17 0 0 － － － 14 10 72.34% 86.55% 97.10% 14 10 86.55%
18 0 0 － － － 21 13 64.14% 89.99% 99.87% 21 13 89.99%
19 0 0 － － － 17 11 89.47% 95.95% 99.94% 17 11 95.95%
計 1 1 92.61% 92.61% 92.61% 75 54 64.14% 89.21% 99.94% 76 55 89.27%

落札率

入札
件数
落札
件数

落札
件数

落札率
年
度

(

平
成

)

施設の建設

入札
件数
落札
件数
平均
落札率

資機材の調達等 計

入札
件数

(単位：件、者)
調達
区分
年度
(平成)

落札
件数
1者 2者 3者 4者 5者 6者 7者 8者 平均

15 10 0 2 5 1 2 0 0 0 3.3
16 10 0 1 2 0 2 3 0 2 5.2
17 10 0 1 5 3 0 1 0 0 3.5
18 12 1 5 4 1 1 0 0 0 2.6
19 10 3 6 1 0 0 0 0 0 1.8
合計 52 4 15 17 5 5 4 0 2 3.2
割合 100.0% 7.6% 28.8% 32.6% 9.6% 9.6% 7.6% － 3.8%
累計 4 19 36 41 46 50 50 52
累計
割合

7.6% 36.5% 69.2% 78.8% 88.4% 96.1% 96.1% 100.0%

97.28% 90.85% 91.89% 87.26% 79.00% 86.21% － 67.55%
15 1 0 0 1 0 0 0 0 0 3.0
16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －
17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 －
18 1 0 0 1 0 0 0 0 0 3.0
19 1 0 0 0 1 0 0 0 0 4.0
合計 3 0 0 2 1 0 0 0 0 3.3
割合 100.0% － － 66.6% 33.3% － － － －
累計 0 0 2 3 3 3 3 3
累計
割合

－ － 66.6% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

－ － 96.04% 92.85% － － － －
15 11 0 2 6 1 2 0 0 0 3.2
16 10 0 1 2 0 2 3 0 2 5.2
17 10 0 1 5 3 0 1 0 0 3.5
18 13 1 5 5 1 1 0 0 0 2.6
19 11 3 6 1 1 0 0 0 0 2.0
合計 55 4 15 19 6 5 4 0 2 3.2
割合 100.0% 7.2% 27.2% 34.5% 10.9% 9.0% 7.2% － 3.6%
累計 4 19 38 44 49 53 53 55
累計
割合

7.2% 34.5% 69.0% 80.0% 89.0% 96.3% 96.3% 100.0%

97.28% 90.85% 92.33% 88.19% 79.00% 86.21% － 67.55%

現地
調達

合計

平均落札率

本邦
調達

平均落札率

平均落札率
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財団が締結した契約においては、表28のとおり、平均落札率が年々高くなる傾

向にあり、19年度には95.95％になっている。このことについて、財団は、事業予

算が年々縮小傾向にあり、1件当たりの契約金額が少額となり受注業者にとって魅

力がなくなってきたこと、納入先が島しょ国等で交通の利便性が悪く経費がかさむ

ことなどから、表29のとおり、入札に参加する業者数が年々減少しているためとし

ている。

(4) 不落随契

財団が締結した海外向けの資機材の調達等に係る契約で一般競争入札及び指名競

争入札を実施したもの75件のうち、不落随契になったものが、本邦調達において21

件あった。

(5) 随意契約

財団が締結した海外での施設の建設に係る契約9件のうち8件（88.8％）、海外向

け資機材の調達等に係る契約158件のうち83件（52.5％）、計91件（54.4％）は当

初から随意契約を行っていた。そして、これらの大部分を占める63件は、現地調達

であった。このことについて、財団は、前記のとおり、現地調達は随意契約によら

ざるを得ないとしており、また、本邦調達の28件については、緊急を要する契約で

あること、財団会計規程等に定める少額随契であることなどを理由としている。

(6) 現地調達を実施する際の課題

財団が技術協力を実施する島しょ国やアフリカ地域等においては、利用できる公

共交通機関がないなどの理由から、技術協力の一環として車両を供与することが多

くなっており、17年度では、資機材の調達等に係る契約31件のうち5件あった。

しかし、車両は保守等を行う必要があることから、原則として海外駐在員事務所

等が現地代理店から調達することとなるが、海外の業者は、我が国の業者とは異な

り、在庫を抱えていないことが多いため、見積合わせにより随意契約を締結しよう

としても、通常の契約事務手続をとることができない場合がある。
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第3 検査の結果に対する所見

(1) 検査の結果の概要

会計検査院は、政府開発援助の無償資金協力及び技術協力における契約入札手続等

についての検査の要請を受け、19年次の無償資金協力に引き続き、20年次は、技術協

力において被援助国政府が実施する施設の建設や資機材の調達等の契約の状況、我が

国援助実施機関が実施する海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等の契約の

状況について検査した。

検査の結果、表30のとおり、13府省庁が行う技術協力において、被援助国政府が実

施する施設の建設や資機材の調達等の契約は見受けられなかった。また、13府省庁が

実施する海外での施設の建設や海外向けの資機材の調達等の契約も見受けられなかっ

た。

ＪＩＣＡが行う技術協力において、被援助国が実施する施設の建設や資機材の調達

等の契約は見受けられなかった。また、ＪＩＣＡが、会計規程により契約書を作成し

て行う海外での施設の建設に係る契約は99件、海外向けの資機材の調達等に係る契約

は本邦調達397件と現地調達1,847件を合わせて2,244件あり、合計は2,343件であった。

各府省が所管する公益法人のうち、技術協力として海外での施設の建設や海外向け

の資機材の調達等の契約を締結しているのは、農林水産省所管の財団法人海外漁業協

力財団のみであり、同財団が、財団会計規程等により契約書を作成して行う海外での

施設の建設に係る契約は9件あり、また、海外向けの資機材の調達等に係る契約は本

邦調達101件と現地調達57件を合わせて158件あり、合計は167件であった。一方、財

団の予算により被援助国が実施する施設の建設や資機材の調達等の契約は見受けられ

なかった。
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表30 援助実施機関別の施設の建設や資機材の調達等に係る契約の件数
（単位：件）

施 設 の 建 設 資 機 材 の 調 達 等

援助実施機関 我が国援助実 我が国援助実 合計
被援助国 施機関が実施 被援助国 施機関が実施

が 実 施 本邦 現地 が 実 施 本邦 現地 計
調達 調達 調達 調達

13府省庁 － － － － － － － －

ＪＩＣＡ － － 99 － 397 1,847 2,244 2,343

財団法人海外
漁業協力財団 － － 9 － 101 57 158 167

ア ＪＩＣＡ

会計検査院は、ＪＩＣＡにおける契約の競争性・透明性の向上に向けた取組及び

落札率の状況について分析を行った。

(ｱ) ＪＩＣＡにおける契約の競争性・透明性の向上に向けた取組の状況

ＪＩＣＡは、本邦調達を行う際は、原則として一般競争入札に付すことにして

いる。また、現地調達を行う際も、調達業務の透明化・適正化に努めることにし

ているが、開発途上国における調達環境は我が国と大きく異なり、現地調達の契

約の相手方は現地法人であり、国によっては入札の方法が異なったり、入札とい

う考え方自体が商慣習として存在していなかったりするなどの課題も多いため、

すべての在外事務所で一律に一般競争入札等を行うことは困難であり、随意契約

にせざるを得ない場合が多いとしている。しかし、そのような場合であっても、

複数業者から見積りを徴し、価格競争を行う指名見積競争を実施することにより、

可能な限り競争性を高めるよう努めることとしている。そのため、在外事務所は、

内規により業者登録制度を設けることとしているが、業者登録簿を整備している

事務所は全事務所の約3割であった。

また、ＪＩＣＡは、他の契約の予定価格が類推されるおそれがあるとして予定

価格を公表してこなかったが、入札結果等の調達関連情報を迅速に公表し、透明

性の確保を図ることとして20年4月から、他の契約の予定価格が類推されるおそ

れがある場合等を除き、本邦調達及び現地調達のいずれの場合も競争に付した案

件及び一部の随意契約案件について同年1月分にさかのぼり、予定価格を公表す

ることにしている。

(ｲ) ＪＩＣＡにおける落札率の状況（予定価格、入札、落札、不落随契等契約の状



- 47 -

況）

ＪＩＣＡにおける落札率の状況のうち予定価格については、本邦調達での資機

材の調達等に係る契約397件のうち、会計規程に基づき予定価格の設定が省略さ

れていた場合等を除く318件は、予定価格が設定されていた。一方、現地調達の

場合、施設の建設に係る契約99件のうち、予定価格の設定が省略されていた場合

等を除く78件は予定価格が設定されており、また、資機材の調達等に係る契約1,

847件のうち予定価格の設定が省略されていた場合等を除く1,039件は予定価格が

設定されていたが、32件は現地の商慣習等の理由により予定価格が設定されてお

らず、この中には会計規程に基づく事務手続をとることなく予定価格の設定を省

略しているものが見受けられた。

ＪＩＣＡの在外事務所においては、入札や契約の事務に携わったことのない職

員や現地採用職員が多いため、調達のための体制は十分ではない。また、現地調

達において仕様の決定や予定価格の設定等を行う際の事務は、当該国の法令、慣

習等により、我が国で行う場合と異ならざるを得ない場合が多い。

入札については、競争性があるとされる契約は本邦調達においては397件のう

ち198件（49.8％）であったが、現地調達においては1,946件中802件（41.2％）

であった。そして、一般競争入札が実施されていたのは、本邦調達においては39

7件中145件（36.5％）であったが、現地調達においては1,946件中92件（4.7％）

と極めて少なかった。

落札については、本邦調達の場合は、すべて資機材の調達等に係るものであり、

15年度から19年度までの落札件数130件の平均落札率は83.73％であった。そして、

現地調達の場合は、施設の建設に係る契約で予定価格が設定されていた落札件数

38件の平均落札率は91.52％、資機材の調達等に係る契約で予定価格が設定され

ていた落札件数155件の平均落札率は90.27％であった。資機材の調達等に係る落

札に至った入札における入札参加者数をみると、本邦調達にあっては平均3.8者、

現地調達にあっては平均2.9者であった。不落随契については、本邦調達で15件、

現地調達で32件、計47件あった。

随意契約の状況については、施設の建設に係る現地調達99件中47件、資機材の

調達等に係る本邦調達397件中252件及び現地調達1,847件中1,658件、計1,957件

が随意契約であった。そして、これらのうち614件は見積競争によるものであっ
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た。見積競争が実際に競争性を高めたものとなっていたか分析したところ、競争

入札を行った場合と平均落札率に大きな差は見受けられなかった。

イ 財団法人海外漁業協力財団

会計検査院は、財団における契約の競争性・透明性の向上に向けた取組及び落札

率の状況について分析を行った。

(ｱ) 財団における契約の競争性・透明性の向上に向けた取組の状況

財団は、原則として一般競争入札により契約することとし、より多くの入札参

加者を確保するため、業界紙に競争入札公告を行うことなどにより多くの企業へ

の情報提供を行っているとしている。

(ｲ) 財団における落札率の状況（予定価格、入札、落札、不落随契等契約の状況）

財団における落札率の状況のうち予定価格については、財団は、一般競争契約

又は指名競争契約においてはすべて予定価格を設定していたが、外国で契約する

場合等は随意契約を認めており、現地調達の大部分を占める随意契約においては、

開発途上国における調達環境の違いなどにより、事前に見積書を徴することが困

難であるとして予定価格の設定を省略していた。

入札については、一般競争契約又は指名競争契約が本邦調達においては72.2%

であったが、現地調達においては4.5％にすぎなかった。

落札については、平均落札率が年々高くなる傾向にあり、19年度には95.95％

になっている。このことについて財団は、事業予算が年々縮小傾向にあり、1件

当たりの契約金額が少額となり受注業者にとって魅力がなくなってきたこと、納

入先が島しょ国等で交通の利便性が悪く経費がかさむことなどから、入札に参加

する業者数が年々減少しているためであると説明している。不落随契については、

本邦調達において21件あった。

(2) 所見

ア ＪＩＣＡ

ＪＩＣＡにおいては、現地調達の32件の中には、会計規程に基づく事務手続をと

ることなく予定価格の設定を省略しているものが見受けられた。これは、在外事務

所の特殊事情を考慮しても適切とは認められない。

現地調達を行う際は、一般競争入札又は指名競争入札に付すことができるものは

限定的であるとして、随意契約を締結せざるを得ない場合が多いとしているが、入
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札に付し難い場合には可能な限り指名見積競争により契約を締結するよう努力し、

契約の競争性を高めていくことが望まれる。そのためにも、指名業者の選定がし意
．

的にならないように、在外事務所において、業者の登録制度を確立しておく必要が

ある。

ＪＩＣＡは、他の契約の予定価格が類推されるおそれがあるとして、予定価格を

公表してこなかったが、20年から他の契約の予定価格が類推されるおそれがあるな

どの場合を除き予定価格を公表している。ＪＩＣＡにおいては、契約の競争性・透

明性の向上に向けて、落札率の状況（予定価格、入札、落札、不落随契等契約の状

況）について引き続き公表するなどの努力を行っていく必要がある。

ＪＩＣＡの在外事務所においては、現地調達を行う際の事務は、我が国で行う場

合と異ならざるを得ない場合が多いことから、そのような場合は、理事長の指定に

より、又は理事長の承認を受けて会計規程と異なる処理をすることができるとした

規定に従い、適正な手続をとるなどして、適切な処理を行う必要があると認められ

る。

イ 財団法人海外漁業協力財団

財団においては、入札参加業者数が年々減少しているが、これに歯止めをかける

ため、引き続きより多くの企業への情報提供に努め、入札参加業者の確保を図って

いくことなどが望まれる。

財団は、随意契約の場合には、一定金額以上の調達に当たっては予定価格を設定

することなど、契約の競争性・透明性の向上に向けた一層の努力が望まれる。

以上のとおり報告する。

そして、会計検査院としては、20年10月に政府開発援助の一元的な実施機関として新

ＪＩＣＡが発足することにかんがみ、今後とも無償資金協力及び技術協力において、契

約の競争性・透明性の一層の向上に向けた取組が着実に行われ、施設の建設や資機材の

調達等の契約が適切に実施されているか多角的な観点から引き続き検査していくことと

する。


